
令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01652 畜産クラスター事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2322
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成27年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 鹿児島県酪農クラスター計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　地域産業の核として必要不可欠な存在である畜産の生産基盤を確保するとともに、国際競争力強化のため、地域の関係者が連携して作成する地
域全体の収益力を向上させる計画・目的の達成のための取組について、中心的な役割を担う畜産経営体等の施設等を整備する取組を支援すること
により、地域の畜産の収益性の向上を図り、畜産の安定的発展に資することを目的とする。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助事業に取り組む農家数 戸ア 2 0 0 1 0
補助金額 千円イ 540,066 0 0 150,000 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

畜産業を営む中心経営体 農家数 戸ア 124 130 129 130 130
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
収益性の向上に必要な施設整備を行う整備面積 ㎡ア 13,491 0 0 4,225 0

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

国庫事業であるため、市で事業体系の改革改善を行う余地はないが、計

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0画段階で事業実施主体（畜産クラスター協議会）および関係機関と綿密
に協議することで事業効果が最大限に得られるように努める。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0

事業費 千円 0 0 0 0 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01652 畜産クラスター事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
国庫事業であり、要望農家があれば実施しなければならない。

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国庫事業であるため、市で事業体系の改革改善を行う余地はないが、計画段階で事業実施主体（畜産クラスタ
ー協議会）および関係機関と綿密に協議することで事業効果が最大限に得られるように努める。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

国庫事業であるため、市で事業体系の改革改善を行う余地はないが、計画段階で事業実施主体（畜産クラスタ
ー協議会）および関係機関と綿密に協議することで事業効果が最大限に得られるように努める。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01652 畜産クラスター事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                 0                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                  0                  0                  0
計                  0                  0                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額           0
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0           0

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01949 各種農業関連施設管理事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 004 農林水産業の稼ぐ力の向上 内線番号 2312
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成19年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 02 農業総務費  根拠法令・条例等 農産物加工施設等の設置及び管理に関する条例　外

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市民等が利用しやすい施設の維持管理等にかかる予算の適正執行を行う。農産物加工施設については、地元農産物を利用し味噌・めんつゆやふ
くれ菓子等の製造を目的とした利用が多く、グループによる利用が大半を占めている。お茶の加工施設については、全国お茶品評会の加工研修施
設として農家の技術向上に寄与している。コミュニティ広場については、地域住民によりグランドゴルフやゲートボールに利用されている。
＜直接管理施設＞　１２施設
・霧島市溝辺営農研修センター、霧島市牧園農村活性化センター、霧島市霧島農畜産物処理加工施設、霧島市霧島多目的集会施設、霧島市隼人松
永農産物加工施設、霧島市福山生活改善センター、霧島市福山農村女性の家、霧島市福山活性化センター、霧島市福山農村青年の館、お茶加工研
修館（溝辺）、霧島茶ふれあい工房（牧園）、上之段・平山・塚脇地区コミュニティ広場
＜指定管理者＞　３施設
・霧島市国分営農研修センター、霧島市横川農業交流センター、霧島市霧島緑の村

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

施設管理費 千円ア 41,256 41,871 40,524 48,233 48,233
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

施設 施設数 施設ア 15 15 15 15 15
市民 市民 人イ 124,882 123,908 123,066 123,639 123,370

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

適切に運営される 利用者アンケートで満足・やや満足と回答し
た割合（指定管理施設のスタッフ対応） ％ア 98.50 100 97 100 100

施設を利用できる 施設の利用者数 人イ 18,813 30,000 31,773 30,000 30,000
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　大消費地等におけるマーケットのニーズに的確に応えられる競争力のある産地の育成・強化、GAP（農業生産工程管理）の取組や認証取得の拡
大を推進し、農林水産物の更なるブランド力向上を図ります。
　また、地産地消及び地産外消を推進するとともに、農林水産物の付加価値を高めるため、農商工や産官学の連携により、消費者ニーズを捉えた
新産品の研究・開発などを進め、6次産業化に取り組む農林水産業者を支援します。
　さらに、効果的なPRにより消費者の認知度や信頼度を高め、農林水産業の稼ぐ力の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

施設及び施設内の清掃や備品の点検等を随時行い、利用者が利用しやす

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 4,992 0 0い環境を整えるよう心がける。
コロナウイルス感染症予防対策を実施し、利用者が安心して利用できる 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0環境を整える。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 2,517 2,602 2,658 2,305 2,302
一 般 財 源 千円 38,738 39,269 34,888 44,877 39,569

事業費 千円 41,255 41,871 42,538 47,182 41,871

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

施設管理にかかる賃金・光熱水費・修繕料・委託料等の支払事務 施設を適正に維持・管理することにより、市民が多くの加工品を製造す
危険個所等の確認を行い、適切な修繕を行なった。 ることができた。また、茶加工施設については全国出品茶の加工指導を
・修繕31件　2,641千円 することにより技術向上が図られた。コロナウイルス感染症により利用
・臨職８人雇用　14,326千円 者数は減少したが、利用時の感染予防対策を実施し、感染予防に努めた
・指定管理施設３施設　12,075千円 。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01949 各種農業関連施設管理事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ ■削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
施設が適正に管理されることや市民が施設を利用できることにより、

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
安心・安全な農林産物の供給や地産地消の推進が図られる。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
施設及び施設内の清掃や備品の点検等を随時行い、利用者が利用しやすい環境を整えるよう心がける。
コロナウイルス感染症予防対策を実施し、利用者が安心して利用できる環境を整える。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

施設利用者が安心・安全に利用できるよう施設及び施設内の清掃や備品の点検等を随時行い、利用しやすい環
境を整える。
コロナウイルス感染症予防対策を実施し、利用者が安心して利用できる環境を整える。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01949 各種農業関連施設管理事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬             11,743             12,246             12,020
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等              2,266              2,305              2,555
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                316                340                307
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費             10,072              9,681              9,694

消 耗 品 費                484                527                485
燃 料 費              1,479              1,767              1,307
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費              5,412              5,447              5,892
修 繕 料              2,697              1,940              2,010
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                811                829                879
通 信 運 搬 費                492                499                523
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                 83                 88                 87
保 険 料                236                242                269

１３ 委 託 料             16,408             20,918             15,277
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                533                535                535
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                100                100
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                389                224                500
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  4                  4
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            42,538             47,182             41,871計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金              4,992                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              2,658              2,305              2,302

一 般 財 源             34,888             44,877             39,569
計             42,538             47,182             41,871

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      41,871
国庫支出金 社会資本整備総合交付金（耐震診断・耐震改修等補正予算        4,992         854
その他 営農研修センター使用料補正第１７号          217         854
その他 生活改善センター使用料          198           0
その他 多目的集会施設使用料          303           0
その他 加工処理施設使用料          540           0
その他 農村女性の家使用料          193           0
その他 青年の館使用料            7           0
その他 活性化センター使用料          648           0
その他 （雑入）お茶加工技術研修料          352           0
その他 （雑入）霧島農畜産物処理加工施設電気料流用・充用          200         692

予算合計            0      43,417
           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        7,650
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01951 園芸振興組織育成事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2311
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　園芸振興団体に補助金を交付し、生産拡大・品質向上・産地銘柄の確立などを目的として園芸等振興団体が行う研修会等の活動を支援している
。
　（市の活動）
　園芸振興会に補助金を支出するための手続き（交付決定、補助金交付）を行う。また、各団体の総会や研修会、出荷協議会等に出向き、活動状
況や生産者の現状把握を行う。
　また、農業専門指導員を通じて、農産物の生産者の相談や指導等を行う。
　（園芸等振興会の活動）
　生産拡大・品質向上・産地銘柄の確立などを目的とした研修会の開催
　【園芸振興団体数】９団体：国分園芸振興会・溝辺地区野菜振興会・横川町園芸振興会・中部地域白ねぎ部会・牧園町園芸振興会・霧島町園芸
振興会・福山町園芸振興会・隼人園芸振興会・霧島市花卉振興会

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助交付団体数 団体ア 3 9 4 9 6
研修会の開催回数(延べ） 回イ 10 30 11 50 50

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

各園芸等振興団体 園芸振興組織会員 人ア 161 180 151 180 180
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

栽培技術が向上する。 研修会への実参加人数/園芸振興会組合員％ア 98 80 89 80 80
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　会員の高齢化により、農家数や栽培面積等は減少傾向にあるため、本

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0事業により、先進地研修や各種検討会等の協議会活動を活発に行うこと
で，農業者の意欲の向上を図る。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0　また、新型コロナウィルスの影響から活動が行えなかった団体が多く
あるため、コロナ下でどのように園芸振興の活動を実践していくか、団 地 方 債 千円 0 0 0 0 0体及びＪＡ等の事務局と協議していく。
　霧島市花卉振興会以外の団体は、地区や作物で団体が分かれており、 そ の 他 千円 0 0 0 0 0事務局がＪＡになっていることから、団体の統合等、効率化を図るよう
団体及びＪＡと協議する。 一 般 財 源 千円 173 503 280 503 466

事業費 千円 173 503 280 503 466

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

各品目ごとの現地検討会・出荷協議会・実績検討会・研修会等の取組。 品目別部会活動に取組み、会員の技術の向上が図られた。Ｋ－ＧＡＰ（
研修等回数：　　11回 かごしまの農林水産物認証制度）取得による安心・安全なものづくりへ
参加延べ人数：　134人 の取り組みを行い、農産物の振興が図られた。
市職員参加回数：10回
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01951 園芸振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
園芸振興組織の育成をするうえで、活動状況や生産者の現状把握を行

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
う必要があるため、業務量の削減は難しい。　本事業は、園芸振興組
織の育成を図り、産地拡大、消費者への野菜の安定供給するだけでな

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 く、会員の栽培技術を向上させ、経営体質の更なる強化に結びつける
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 ために必要である。令和3年度は新型コロナウイルスの影響により活

動が出来なかった団体も多かったが、活動の自粛は一時的なものであ
り、収束後に活動を再開することが期待できる。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ レ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　会員の高齢化により、農家数や栽培面積等は減少傾向にあるため、本事業により、先進地研修や各種検討会
等の協議会活動を活発に行うことで，農業者の意欲の向上を図る。
　また、新型コロナウィルスの影響から活動が行えなかった団体が多くあるため、コロナ下でどのように園芸
振興の活動を実践していくか、団体及びＪＡ等の事務局と協議していく。（２）令和 4年度の改革改善の内容
　霧島市花卉振興会以外の団体は、地区や作物で団体が分かれており、事務局がＪＡになっていることから、　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
団体の統合等、効率化を図るよう団体及びＪＡと協議する。

今後も支援を継続することで、先進地研修や各種検討会等の活動を活発に行い、農業者の意欲の向上を図る。
国分、霧島,福山,隼人の４つの園芸振興会を統合し，より一層の業務の効率化を図る。
【現在の振興団体数】　９団体
国分園芸振興会，溝辺地区野菜振興会，横川町園芸振興会，中部地域白ねぎ部会，牧園町園芸振興会，霧島町（３）令和 5年度の方向性
園芸振興会，福山町園芸振興会，隼人園芸振興会，霧島市花卉振興会　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01951 園芸振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                280                503                466
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               280                503                466計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                280                503                466
計                280                503                466

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         503
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         503

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01952 果樹生産振興組織育成事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2311
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　生産拡大、品質向上、産地銘柄の確立などを目的とし、本市果樹の振興を図るため、果樹生産振興団体に補助金を交付する。
【団体数】３団体
・ＪＡあいら隼人地区果樹部会(みかん・桃)
・ＪＡあいら福山地区果樹部会(みかん)
・ＪＡあいら中部地区落葉果樹部会（栗）【平成30年度から不交付】
（市の活動）
　果樹生産振興団体に補助金を支出するための手続き（交付決定、補助金交付）を行う。また、各団体の総会や研修会、出荷協議会等に出向き、
活動状況や生産者の現状把握を行う。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助交付団体数 団体ア 1 2 2 2 2
研修会の開催回数 回イ 5 10 6 10 10

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

果樹振興組織会員 果樹振興組織会員数 人ア 27 30 28 30 30
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

栽培技術が向上する。 研修会への実参加人数/会員数 ％ア 80 80 80 80 80
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　後継者が不足することで農家数、栽培面積等は減少していくことが予

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0想される。本事業により、先進地研修や各種検討会等、協議会活動を活
発に行うことで、農家所得向上につなげる。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0　また、新型コロナウイルスの影響により、研修会等の活動を自粛した
団体もあるため、コロナ下でどのような活動を実施していくかについて 地 方 債 千円 0 0 0 0 0振興会及び事務局であるＪＡと協議していく。

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 45 75 73 60 60

事業費 千円 45 75 73 60 60

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　果樹産地の育成を図るため、各種検討会等、協議会活動を実施した。 　会員の高齢化が進んでおり後継者等の育成は進まないが、現状維持の
取り組みがなされた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01952 果樹生産振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
果樹振興組織の育成を図るうえで、生産者の活動状況や現状把握をす

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
る必要があるため、業務量の削減は難しい。　本事業により、果樹振
興組織の育成を図り、産地拡大や会員の栽培技術を向上させ、経営体

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 質の更なる強化に結びつけるために必要である。令和3年度は新型コ
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 ロナウイルスの影響で研修会等が実施できなかったが、活動の自粛は

一時的なものであり、収束後に活動を活動を再開できると期待できる
。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ レ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　後継者が不足することで農家数、栽培面積等は減少していくことが予想される。本事業により、先進地研修
や各種検討会等、協議会活動を活発に行うことで、農家所得向上につなげる。
　また、新型コロナウイルスの影響により、研修会等の活動を自粛した団体もあるため、コロナ下でどのよう
な活動を実施していくかについて振興会及び事務局であるＪＡと協議していく。（２）令和 4年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

本事業を効率化すると共に，生産農家の栽培技術向上や所得向上につなげる。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01952 果樹生産振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 73                 75                 60
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                73                 75                 60計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 73                 75                 60
計                 73                 75                 60

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          75
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          75

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01953 観光農業振興組織育成事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2311
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和62年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　果樹産地育成を図るため、観光果樹の振興及び会員の技術向上を目的とし、市内各観光農園事業主で構成する団体に対して補助金を交付する。
【構成団体数】2団体
【観光農園数】24園

（市の活動）
　観光農業振興団体に補助金を支出するための手続き（交付決定、補助金交付）を行う。また、各団体の総会や研修会、出荷協議会等に出向き、
活動状況や生産者の現状把握を行う。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助交付団体数 団体ア 2 2 2 2 2
研修会の開催回数 回イ 1 16 5 15 15

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

観光農業振興会会員 観光農業振興会会員数 人ア 24 25 23 24 24
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

栽培技術が向上する。 研修会に参加した実会員数/会員数％ア 80 90 80 80 80
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　観光果樹は個人経営により展開されており、本事業によって、先進地

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0研修や各種検討会、協議会活動の活性化を図る。また、現状以上の宣伝
広報活動等を実施することにより集客の増加をより一層図る必要がある 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0。
　さらに、新型コロナウイルスの影響により、活動を自粛した団体もあ 地 方 債 千円 0 0 0 0 0るため、コロナ下でどのような活動を実施していくかについて、振興組
織と協議を重ねていく。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 65 65 65 65 65
事業費 千円 65 65 65 65 65

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

果樹産地の育成を図るため、先進地研修や各種検討会等、協議会活動を 　新型コロナウイルスの影響により令和3年度は活動の自粛を行う団体
実施した。 もあったが、本事業により生産者の更なる技術向上が図られ、Ｋ－ＧＡ
研修会等：5回 Ｐ（かごしまの農林水産物認証制度）を取得し安心・安全なものづくり
ＰＲ活動：1回 と栽培記録活用で効果的な栽培が行われた。
新型コロナウイルスの影響により、令和3年度は研修会の回数が大幅に
減少した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01953 観光農業振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
栽培技術向上のための先進地研修、現地検討会、栽培講習会等が活発

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
に行われており参加率も８割ある。またＰＲ事業も積極的に行ってお
り、霧島市の観光農業の認知度向上にも期待される。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 令和3年度は新型コロナウイルスの影響により、研修会やＰＲ活動を
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 自粛した団体もあるが、活動の自粛は一時的なものであり、収束後に

活動を再開すると期待できる。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　観光果樹は個人経営により展開されており、本事業によって、先進地研修や各種検討会、協議会活動の活性
化を図る。また、現状以上の宣伝広報活動等を実施することにより集客の増加をより一層図る必要がある。
　さらに、新型コロナウイルスの影響により、活動を自粛した団体もあるため、コロナ下でどのような活動を
実施していくかについて、振興組織と協議を重ねていく。（２）令和 4年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

果樹産地育成を図るため、観光果樹の振興及び会員の技術向上を目的とし、市内各観光農園事業主で構成する
団体に対して今後も補助金を交付する。
また、研修会やＰＲ活動にも出席することで、生産状況等の情報収集に努める。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01953 観光農業振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 65                 65                 65
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                65                 65                 65計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 65                 65                 65
計                 65                 65                 65

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          65
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          65

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01954 茶業振興会運営支援事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2312
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成19年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　合併以前より旧市町毎に茶の生産者組織である茶業振興会が組織されていたが、霧島市の誕生に伴い平成１９年３月にこれらの組織を統一して
霧島市茶業振興会が発足した。
　振興会では、技術講習や先進地研修等を通じて高品質な茶づくりと「霧島茶」のブランド確立を目的に活動しており、市が活動支援のため運営
費用の一部を助成している。
　農政畜産課は事務局として振興会の運営に関わり、生産者と共に「霧島茶」のブランド確立に向けた活動を行っている。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助交付団体数 団体ア 1 1 1 1 1
研修会等開催回数 回イ 13 20 17 20 20

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市茶業振興会員 会員数 人ア 90 90 85 85 85
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

生産技術が向上する 研修参加者数／会員数 ％ア 66.67 60 74.12 60 60
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

コロナ禍等の状況を鑑みつつ、生産技術をはじめ「霧島茶」の底上げを

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0図るために、会員に有益な研修を検討する必要がある。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,081 1,081 1,081 1,081 1,081

事業費 千円 1,081 1,081 1,081 1,081 1,081

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

全国茶品評会普通煎茶10kgの部において㈱有村製茶が農林水産大臣賞を 全国大会等で上位入賞することによって「霧島茶」のＰＲに繋げること
受賞、かぶせ茶の部でも産地賞第３位と同点となる等の上位に入賞する ができた。
ことができた。 また、各種情報の共有を図り、国内外の茶業を取り巻く情勢について知
また、生産者と新型コロナ対策事業をはじめとする各種事業等の情報共 見を深めることにより、高品質な茶づくりと「霧島茶」のブランド確立
有を図った。 に資することができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01954 茶業振興会運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
振興会員数が減少し続けているものの、国内外の茶業情勢の把握に努

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
め、会員と共有し、「霧島茶」をＰＲしていく為に当事業を継続して
いく。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
コロナ禍等の状況を鑑みつつ、生産技術をはじめ「霧島茶」の底上げを図るために、会員に有益な研修等を検
討する必要がある。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

国内外の茶業情勢や各種国県補助事業等の情報を収集し、会員と共有を図り、「霧島茶」のブランド化を確立
していく。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01954 茶業振興会運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,081              1,081              1,081
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,081              1,081              1,081計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,081              1,081              1,081
計              1,081              1,081              1,081

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,081
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,081

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01955 農林技術員連絡会運営支援事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2311
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　農林技術員連絡会に対し、補助金を交付し、霧島市の農林水産業の推進を図る。
《会員》　ＪＡ・森林組合・県・市等の農林業関係機関職員　200名
《対象活動》農林水産業関係の会議の開催・参加、研修会等の実施・参加等により会員の資質向上を図り、業務に反映させる。
・主となる活動の単位は各支部ごとの各部会単位。
　（支部）国分・隼人、溝辺、横川、牧園、霧島、福山　（部会）農産・生活、林務水産、畜産、農地など

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付団体 団体ア 1 1 1 1 1
研修会の開催回数 回イ 23 35 25 35 35

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市農林技術員連絡会会員 霧島市農林技術員連絡会会員数 人ア 187 190 200 164 160
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

資質が向上する 研修会等に参加した実会員数/会員数％ア 80 90 80 90 90
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

総合支所及び農協等その他機関の人員削減の流れから、各支部を統合し

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0組織改革に取組むことを協議する。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 250 250 250 200 200

事業費 千円 250 250 250 200 200

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

各支部・部会ごとに研修会や検討会の開催、行事等への参加等農林業の 各支部・部会ごとに、研修会や検討会を開催し、会員相互の連携強化や
振興に資する活動を行った。補助金交付額250千円 情報共有を図り、市内外に向けて農林業振興の推進を図ることができた

。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01955 農林技術員連絡会運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ □削減できない 削減できない

■ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市、県、JA等の関係機関が連携を強化し、職員の技術の向上を図るこ

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
とは、経営体の支援に繋がっており基本事業の意図に結び付いている
。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
総合支所及び農協等その他機関の人員削減の流れから、各支部を統合し組織改革に取組むことを協議する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和3年度末に旧市町ごとの支部を解散し，茶・農産・畜産・耕地・林務の5つから専門部会制としたため，今
後は各専門部会ごとに連携した活動を行うことを目指す。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01955 農林技術員連絡会運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                250                200                200
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               250                200                200計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                250                200                200
計                250                200                200

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         250
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         250

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01957 農業関係資金利子補給事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2342
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和43年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市農業近代化資金利子補給金交付規程　等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
①農業近代化資金利子補給金②農業経営基盤強化資金利子助成金③農業振興資金利子助成金の３つの利子補給制度によって、借受者に対し利子助
成金を交付して、農家の資金調達を容易にする。
　≪実施主体≫国県市
　≪事業対象≫①農業者全般②認定農業者③農業者全般（１７年３月借入分まで・１７年度利子助成廃止）
　≪補助率≫①②は金利変動に伴い変動　③今後実績なし

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

借入件数（補助金申請件数） 件ア 24 33 21 33 33
利子補給額 千円イ 1,856 2,950 1,532 2,950 2,676

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

農業者 認定農業者 戸ア 261 261 268 261 261
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
農業の生産力の維持増進や、農業経営の改
善等を図る

現年度借入件数／前年度借入件数％ア 200 137.50 87.50 100 100
農業の生産力の維持増進や、農業経営の改
善等を図る

現年度借入実行額／前年度借入実行額％イ 134.78 158.94 33.10 100 100
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

国・県の制度に関連した利子補給事業であるため、国・県の制度見直し

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0に対応。
県 支 出 金 千円 46 63 28 47 47
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,810 2,887 1,504 2,629 2,629

事業費 千円 1,856 2,950 1,532 2,676 2,676

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

農業近代化資金利子補給：1,473,617円 利子補給が適正に行われ、資金借入を行っている農業者の経営の安定が
農業経営基盤強化資金利子補給；57,900円 図られた。
農業振興資金利子補給：0円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01957 農業関係資金利子補給事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
農業生産力の維持増進や、農業経営の改善等に必要な資金調達を容易

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
にすることによって、農業経営の安定が図られ、経営体質の強化がな
されるため、当該事業は継続して取り組むことが適当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国・県の制度に関連した利子補給事業であるため、国・県の制度見直しに対応。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

国・県の制度に関連した利子補給事業であるため、国・県の制度見直しに対応。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01957 農業関係資金利子補給事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,532              2,676              2,676
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,532              2,676              2,676計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                 28                 47                 47
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,504              2,629              2,629
計              1,532              2,676              2,676

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,950
県支出金 農業経営基盤強化資金利子助成事業費補正予算           28           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0      -1,387
予算合計            0       1,563

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計           28
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01958 農業後継者組織等育成事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第2グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2342
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
農業後継者組織等（隼人町コスモスクラブ・霧島町高原クラブ・福山町大地クラブの３組織）の研修・講演会・視察研修等を実施するための活動
の助成を行う。
市は、組織に補助金を支出するための事務（申請書の受付、交付決定、実績報告、補助金交付）を行う。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

研修会の開催回数 回ア 1 10 2 10 10
研修視察の開催回数 回イ 1 2 1 2 2

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

農業後継者組織の会員 会員数 人ア 39 39 37 39 39
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

農業技術が向上する 事業に参加した農業後継者等の数／農業後継
者組織等の会員数 ％ア 80 90 90 90 90

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

各団体の活性化が図られるよう働きかけを行う。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 57 82 57 82 82

事業費 千円 57 82 57 82 82

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

各農業者が抱える問題解決に向けて、意見交換会や先進地研修などを行 研修等の実施により会員相互の交流も広がり、農業技術の向上及び組織
い問題点の早期解決、生産性の安定、技術向上に関する活動を実施した 強化が図られた。
。

　◎団体数：２
　◎交付額：57,000円（隼人18,000円・福山39,000円）
　◎研修回数：２回（隼人１回・福山１回）
　◎視察回数：１回（隼人１回）

IP27P040



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01958 農業後継者組織等育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
農業後継者組織の会員の農業技術が向上することは、本市の重要課題

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
である「担い手・新規就農者の育成・確保」にもつながることから、
事業の実施は妥当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
各団体の活性化が図られるよう働きかけを行う。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

担い手等の育成を図るために、農業後継者組織等の研修・講演会・視察研修等を実施するための活動の助成を
行う。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01958 農業後継者組織等育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 57                 82                 82
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                57                 82                 82計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 57                 82                 82
計                 57                 82                 82

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          82
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          82

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01960 米等振興組織育成事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2413
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成13年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
米等振興組織に補助金を交付し、生産拡大・品質向上等を目的として米等振興組織が行う現地検討会・栽培講習会等の活動を支援する。

【市の活動】
・米等振興組織に補助金を支出するための手続（申請書受付、交付決定、実績報告受付、交付確定、補助金交付）等。
・総会、研修会等への出席。
【米等振興組織の活動】
　生産拡大・品質向上等を目的とした、現地検討会・栽培講習会等の活動の実施。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付団体 団体ア 3 3 3 3 1
現地検討会・講習会の開催回数 回イ 3 3 3 3 3

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

米等振興組織の会員 米等振興組織会員数 人ア 45 55 43 55 55
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

米の生産技術が向上する 検討会・講習会等に参加した実会員数人ア 56 165 53 165 165
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

水稲においては、近年従来の薬剤に対し抵抗性を示すウンカ等の病害虫

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0の被害が多発しており、米の安定生産及び単収向上にはそれらの病害虫
に対する適期適剤による防除が不可欠となっている。このため、関係団 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0体・行政等が一体となって生産者組織への情報提供及び育成支援に取り
組んでいく必要がある。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 87 90 81 90 72

事業費 千円 87 90 81 90 72

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

基幹作物である米に関する講習会、座談会、先進地研修等を実施し、組 主食用米における栽培講習会や検討会等を行った結果、生産者自らの経
織力の強化、生産振興を図った。 営判断により需要に応じた生産を行い、県推奨品種の導入など「売れる
４月…水稲栽培講習会 米づくり」のための取組が浸透してきた。また、新たな肥培管理方法や
７月…早朝座談会 箱施薬等の普及により生産振興が図られた。
７月…水稲栽培講習会
８月…水稲無人ヘリ防除
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01960 米等振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
主食用米における買い取り価格の安定を図るためには、生産の目安や

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
国からの生産動向等の情報を基に立てた自らの経営戦略に基づく生産
が必要で、主食用米以外の需要ある作物へ転換していく取組も必要で

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 ある。この米政策の大きな変革の波に生産者がスムーズに対応できる
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 よう、関係団体、行政等が一体となって生産者組織の育成支援に取り

組む必要がある。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
水稲においては、近年従来の薬剤に対し抵抗性を示すウンカ等の病害虫の被害が多発しており、米の安定生産
及び単収向上にはそれらの病害虫に対する適期適剤による防除が不可欠となっている。このため、関係団体・
行政等が一体となって生産者組織への情報提供及び育成支援に取り組んでいく必要がある。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

水稲においては、近年病害虫や異常気象による被害が多発しており、米の安定生産及び単収向上にはそれらの
被害を軽減する対策が不可欠となっている。このため、関係団体・行政等が一体となって生産者組織への情報
提供及び育成支援に取り組んでいく必要がある。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01960 米等振興組織育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 81                 90                 72
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                81                 90                 72計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 81                 90                 72
計                 81                 90                 72

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          90
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          90

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01961 野菜価格安定事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2311
会計 一般会計 単年度のみ■事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）令和 2年度 ～ 令和 2年度□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　県が産地指定したもの、または市が重点品目とした作物について、天候等の影響で市場価格が保証基準を下回った場合に、保証基準と市場平均
販売額の差を補い産地形成のため補助金を交付する。
【交付先】ＪＡ，(財)鹿児島県野菜価格安定資金協会
【事業の流れ】各交付団体を通じて、生産農家へ交付する。
【対象野菜】きゅうり、にがうり（県単野菜価格安定対策事業）
　　　　　　白ねぎ、ごぼう、かぼちゃ（ＪＡ指定野菜価格安定対策事業）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助を受けた生産農家数 人ア 19 35 3 35 35
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

対象野菜の生産農家 対象野菜の生産農家数 人ア 112 130 118 135 135
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

市場へ安定供給できる。 対象野菜生産量 tア 214.40 220 225.30 230 230
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　天候等の不可抗力により野菜価格の変動等は避けられないため、特に

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0改善できる点はないが、生産者の経営安定を図る上で必要な事業である
。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 28 43 6 41 41

事業費 千円 28 43 6 41 41

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【令和3年度対象生産者】 本事業により、農業者が安心して農産物の生産を行うことができた。
かぼちゃ：2名（上期）　1名（下期） また、天候等の事情によって野菜の価格は変動し、農業者の所得に大き
白ねぎ：0名（上期）　　0名（下期） く影響を与えるため、本事業を継続して実施することが必要である。
ごぼう：0名（上期）　　0名（下期）
市補助金
上期：2,000円
下期：2,000円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01961 野菜価格安定事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
本事業を実施することで、農業者が市場へ安定的に供給でき、経営体

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
質の強化に結びついているため、それらを達成するためには市の関与
は必要である。　また、本事業は野菜を生産するすべての農家を対象

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 としており、公平・公正な事業である。また、県単野菜価格安定事業
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 については、県等が定める規定により事業費は決まっており、その事

務手続きにおいて大きな変更がない限りは、人件費等の削減の余地は
ないと思われる。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　天候等の不可抗力により野菜価格の変動等は避けられないため、特に改善できる点はないが、生産者の経営
安定を図る上で必要な事業である。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　県が産地指定したものや、市が重点品目とした作物について、天候等の影響で市場価格が保証基準を下回っ
た場合に、保証基準と市場平均販売額の差を補い、補助金を交付する。
　また、天候の変化の影響を受けにくい品種や栽培方法などについてＪＡ等の関係機関と協議し、農業者への
周知及び推進することで生産者の所得の安定を図る。（３）令和 5年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01961 野菜価格安定事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  6                 41                 41
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                 6                 41                 41計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                  6                 41                 41
計                  6                 41                 41

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          43
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          43

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01963 農業経営振興資金貸付基金事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第2グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2342
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市農業経営振興資金貸付基金条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
霧島市に居住する６０歳以下の農業を営む者及び営もうとする者に経営規模の拡大及び経営改善を図るために必要な資金を貸し付けるため霧島市
農業経営振興資金貸付基金を設置。
（１）貸付限度額　事業計画の８０％以内で最高３００万円
（２）貸付利率　年１パ－セント（農業後継者（満35歳以下）資金及び新規就農者資金の場合は無利子）
（３）貸付期間　８年以内
（４）据置期間　３年以内（農業後継者資金及び新規就農者資金の場合は２年間）
（５）償還方法　一括償還又は５年以内の分割償還（農業後継者資金及び新規就農者資金の場合は６年以内）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

貸付実施件数 件ア 0 0 0 0 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
６０歳以下の農業を営む者及び営もうとす
る者

農業従事者農林業センサス年齢別の農業従事者
数（自営農業に従事した世帯員数15歳～59歳）人ア 699 655 699 611 611

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

農業経営の安定を図る。 現年度利用者／農業従事者数(センサス59歳
以下） ％ア 0.28 0.30 0.28 0.32 0.32

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

本市農業の振興と農家の経営規模の拡大、生産性の向上や経営改善を図

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0るため、現在の事業を継続する。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 120 487 20 507 340
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0

事業費 千円 120 487 20 507 340

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

農業経営振興資金貸付基金繰出金：19,458円 基金が適正に管理された。
農業経営振興資金貸付金：0円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01963 農業経営振興資金貸付基金事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
農家が経営規模の拡大及び経営改善を図るために必要な資金の貸付制

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
度であり、本市の農業の振興及び担い手育成・確保に結びついている
。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
本市農業の振興と農家の経営規模の拡大、生産性の向上や経営改善を図るため、現在の事業を継続する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

本市農業の振興と農家の経営規模の拡大、生産性の向上や経営改善を図るため、現在の事業を継続する。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 農林水産部事務事業 事務01963 農業経営振興資金貸付基金事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                 20                507                340

                20                507                340計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                 20                507                340

一 般 財 源                  0                  0                  0
計                 20                507                340

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         487
その他 農業経営振興資金貸付基金利子補正予算           20        -149

補正第１７号            0        -149
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         338

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計           20
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01964 活動火山周辺地域防災営農対策事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2312
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
降灰等による農作物への被害軽減を目的とする補助事業
国庫事業（国補助金１/２　+　県補助金(激甚地域２５％以内、一般地域１５％以内)　但し農山漁村交付金については県費無し）
　農村地域防災減災事業：土壌矯正、畑灌施設、被覆施設
　特殊自然災害対策施設緊急整備事業：洗浄機械施設、収穫調整機等
　農山漁村地域整備交付金：被覆施設資材更新
県単事業（激甚地域７５％以内、一般地域６５％以内）
　活動火山周辺地域防災営農対策事業：土壌矯正、畑灌施設、被覆施設、洗浄機械施設、収穫調整機等

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

実施事業件数 件ア 8 9 12 9 9
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業実施要望団体 団体数 組織、法人ア 8 9 12 9 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

生産量が増える 荒茶生産量�(市全体、振興対策資料より)ｔア 1,600 1,500 1,970 1,800 1,800
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

国県の補助事業であり、市の一般財源負担は無いため、制度改善の余地

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0はないが、事業実施主体との協議により円滑な事業執行に務める。
県 支 出 金 千円 5,773 6,184 5,773 28,501 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 67,135 0 0

事業費 千円 5,773 6,184 72,908 28,501 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【Ｒ２⇒Ｒ３繰越】　今村茶園　　　　　摘採機能付除灰機 施設を導入することによって被害を軽減し、経営の安定を図ることがで
　　　　　　　　　　(株)有村製茶　　　摘採前洗浄機 きた。
　　　　　　　　　　(株)空港製茶　　　摘採機能付除灰機
【当初】　　　　　　(株)お茶の福永　　摘採前洗浄機
　　　　　　　　　　国分桃太郎トマト生産組合　被覆資材更新
　　　　　　　　　　国分観光農業振興会ぶどう部会　被覆資材更新
【６月補正】　　　　国分いちご生産組合　被覆資材更新
　　　　　　　　　　(株)あずま園　　　摘採前洗浄機
　　　　　　　　　　(株)さくら農園　　被覆施設新設
【９月補正】　　　　(有)みぞべ五光　　摘採機能付除灰機
　　　　　　　　　　和幸園製茶(同)　　摘採機能付除灰機
　　　　　　　　　　今吉製茶(有)　　　摘採機能付除灰機
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01964 活動火山周辺地域防災営農対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
国県の補助事業であり、市の一般財源負担はないため、生産者団体、

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
霧島市、鹿児島県が連携を図り、農業関連施設の整備について、積極
的に取り組む。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国県の補助事業であり、市の一般財源負担は無いため、制度改善の余地はないが、事業実施主体との協議によ
り円滑な事業執行に務める。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

事業実施主体との協議により円滑な事業執行に務める。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01964 活動火山周辺地域防災営農対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             72,908             28,501                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            72,908             28,501                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              5,773             28,501                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             67,135                  0                  0
計             72,908             28,501                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       6,184
県支出金 活動火山周辺地域防災営農対策事業費補正予算        5,773      66,724

補正第５号            0      57,154
補正第１０号            0      18,857
補正第１７号            0      -9,287

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      72,908

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        5,773

IP27P042



令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01965 担い手アクションサポート事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2343
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成19年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
霧島市担い手総合支援協議会の活動を支援するため、補助金を交付する。
【活動内容】
農業従事者の高齢化や後継者不足、農業就業人口の減少など、地域農業の担い手不足が顕著化してきている今日、将来にわたり農業生産活動の持
続的な発展を図るため、地域の担い手を明確にしながら、認定農業者への誘導や農業経営法人化の推進、集落営農への取組支援等、地域農業を担
う農業者育成に関係機関・団体と一体的に取り組むことで、望ましい農業構造を確立する。
・主な支援策
　研修会の開催、経営診断・相談会、担い手育成支援、集落営農組織化推進

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付団体数 団体ア 1 1 1 1 1
補助金額 千円イ 637 881 425 815 815

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
霧島市担い手農家(認定農業者及び認定志
向農業者)

担い手農家数(姶良・伊佐地域振興局データ)戸ア 334 330 335 330 330
集落営農組織（取組開始地区含む） 集落営農組織数 集落イ 1 1 1 1 1

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
・地域の中核的農業者(将来の地域農業を
支える担い手)となる。 新規認定農業者数 戸ア 25 15 12 15 15
・組織化（労働力の補完や生産コストの低
減化）について合意する。

集落営農合意形成（準備導入）地区数地区イ 0 1 0 1 1
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

担い手や新規就農者の確保・育成、集落営農の組織化等を進める観点か

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ら、引き続き担い手協議会を中心に事業を進める。
各事業の募集時期を見直し、担い手が取り組みやすい環境づくりに努め 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0る。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 638 881 425 815 815

事業費 千円 638 881 425 815 815

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・担い手育成・確保支援事業 スキルアップ事業により、認定農業者の農業経営への支援ができた。
　経営改善計画作成支援　新規認定農業者：12名　継続認定農業者：50 地域農業を支える担い手の確保・育成ができた。
名
　情報誌「架け橋」発行：4回
・認定農業者等スキルアップ事業
　大型特殊免許：1名　　　牽引免許：2名　　両免許0名
・認定農業者等パソコン簿記用ソフト購入支援事業
　1名
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01965 担い手アクションサポート事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
担い手や新規就農者の確保・育成、集落営農の組織化等を進める観点

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
から、引き続き担い手協議会を中心に事業を進める。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
担い手や新規就農者の確保・育成、集落営農の組織化等を進める観点から、引き続き担い手協議会を中心に事
業を進める。
各事業の募集時期を見直し、担い手が取り組みやすい環境づくりに努める。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

担い手や新規就農者の確保・育成、集落営農の組織化等を進める観点から、引き続き担い手協議会を中心に事
業を進める。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01965 担い手アクションサポート事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                425                815                815
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               425                815                815計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                425                815                815
計                425                815                815

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         881
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         881

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01966 経営所得安定対策推進事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2413
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成16年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
経営所得安定対策における水田活用の直接支払交付金の交付事務を円滑に実施するため、行政と農業者団体から構成される霧島市農業再生協議会
（事務局：霧島市農政畜産課）に補助金を交付し、関係機関・団体等が連携した取組を推進する。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助金交付団体数 団体ア 1 1 1 1 1
補助金交付金額 千円イ 8,562 7,854 7,854 7,499 7,499

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

経営所得安定対策対象農家 対象農家数 戸ア 5,507 5,106 5,419 5,500 5,400
経営所得安定対策加入農家 加入農家数 戸イ 374 387 363 400 400

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

経営所得安定対策に加入させる加入率 ％ア 6.80 7.50 6.70 7.50 7.50
経営を安定させる 交付金の交付額 千円イ 347,961 336,956 331,395 336,956 336,956

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

国・県の制度に関連した事業であるため、制度の見直しに応じて対応す

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0る。
県 支 出 金 千円 8,562 8,562 7,854 7,854 7,499
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 0 0 0

事業費 千円 8,562 8,562 7,854 7,854 7,499

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

○補助金の交付実績（市→協議会）　7,854千円 対象農家数　5,419人　加入者　363人　加入率　6.7％
○霧島市農業再生協議会の活動 交付金額　331,395,071円
　・営農計画書・推進パンフレットの作成 加入農家の経営安定につながった。
　・農家への制度説明会の実施
　・営農計画書及び交付申請書の発送、受付等
　・交付金要件圃場の現地確認
　・交付金要件確認書類作成・提出（九州農政局鹿児島県拠点）
　・総会・幹事会の実施　　等
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01966 経営所得安定対策推進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
経営所得安定対策は、諸外国との生産条件の格差から生ずる不利を補

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
正するための交付金事業で、食料自給率の維持向上を図るため、加工
用米や飼料用米など戦略作物の本作化を推進している。また、主食用

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 米等については、消費が年々減少していることから需要に応じた生産
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 が必要で、高収益作物への転換を支援することで水田農業全体として

の所得の向上を図り、農業経営の安定に資するために必要な制度であ
る。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国・県の制度に関連した事業であるため、制度の見直しに応じて対応する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

国・県の制度に関連した事業であるため、制度の見直しに応じて対応する。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01966 経営所得安定対策推進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              7,854              7,854              7,499
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             7,854              7,854              7,499計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              7,854              7,854              7,499
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                  0                  0                  0
計              7,854              7,854              7,499

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       8,562
県支出金 経営所得安定対策推進事業費補正予算        7,854        -708

補正第１７号            0        -708
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       7,854

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        7,854
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01967 農業次世代人材投資事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2342
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成24年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 農業人材力強化総合支援事業実施要項（国）

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、「経営開始型」として就農直後の経営確立に資する資金を交付する。また、H30年度から、
新たに「準備型」の導入、年齢要件の引き上げなど、国の交付要件を拡充する市単独事業を開始した。
【交付対象】霧島市に住所を有し、かつ、将来にわたり霧島市の中核的農業者として地域農業の振興に寄与すると認められる者。
【主な交付要件】
　①独立・自営就農時の年齢が50歳（市単=55歳）未満であり、次世代を担う農業者となることに強い意欲を有していること。
　②独立・自営就農であること。
　③人・農地プランに位置付けられていることが確実であること。
【交付金額】
　＜国＞経営開始1年目150万円/年　　経営開始2年目以降（最長5年目まで）　［（350万円－前年所得額）×3/5］/年
　　　　R3年度以降採択者は経営開始1～3年目150万円/年、経営開始4～5年目120万円/年

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

農業次世代人材投資資金交付金額 千円ア 19,320 26,130 18,212 22,320 11,880
農業次世代人材投資資金の交付を受けた農業者数 人イ 12 18 13 15 15

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

新規就農を志向する者 就農相談件数 件ア 20 20 31 20 20
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

金銭的支援を受ける 農業次世代人材投資資金の交付を受けた農業
者数（新規） 人ア 4 6 1 4 4

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

市単独事業の「準備型」については、制度開始以降、実績がない状況が

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0続いていることから、本市独自の研修制度を確立し、準備型の活用を図
る。 県 支 出 金 千円 14,914 23,250 15,331 9,000 9,000

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 4,360 2,800 2,881 2,800 2,800
一 般 財 源 千円 46 80 0 80 80

事業費 千円 19,320 26,130 18,212 11,880 11,880

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

国事業対象者延べ21名及び市単事業対象者延べ４名を交付対象とし、計 資金により新規就農者の生活安定を図ることができた。
13名に対し経営開始型資金の交付を行った。
＜国＞前期 8,250,000円（＝750,000円×11名）
　　　後期 7,081,847円（＝750,000円×９名＋331,847円×１名）
＜市＞前期 1,440,000円（＝720,000円×２名）
　　　後期 1,440,000円（＝720,000円×２名）
　　　合計18,211,847円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01967 農業次世代人材投資事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
青年等の新規就農者及び経営継承者が所得の確保及び経営の安定を図

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
るため資金を受けることは、新規就農者の確保及び定着に資するため
、継続して取り組むことが適当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国事業の拡充として、機械・施設導入等を支援する「経営発展支援事業」が新たに追加されるため、拡充事業
の活用を図る。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

「経営開始資金」と「経営発展支援事業」の活用による、経営の発展・安定化を図る。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01967 農業次世代人材投資事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             18,212             11,880             11,880
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            18,212             11,880             11,880計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金             15,331              9,000              9,000
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              2,881              2,800              2,800

一 般 財 源                  0                 80                 80
計             18,212             11,880             11,880

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      26,130
県支出金 農業次世代人材投資事業費補正予算       15,331      -7,918
その他 ふるさときばいやんせ基金繰入金補正第１７号        2,881      -7,918

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      18,212

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       18,212
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01968 生活研究グループ育成事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2312
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　生活研究グループの会員が農村のよりよい生活や働き方を学び、その知識・経験を活かし食育講座などのイベントを通じ地域住民へ食文化など
について普及啓発を図っていく活動に補助金を交付する。また、各種講座（伝承講座）等の準備から進行までを支援し、活動の促進を図っている
。
　　1団体（霧島市）会員：総数11名
　・活動内容：食文化の普及啓発のため伝承講座　等

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

各種研修会の開催 回ア 2 4 0 3 3
イベント等への参加 回イ 2 5 0 2 5

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
霧島市生活研究グループ連絡協議会会員 霧島市生活研究グループ連絡協議会員数人ア 13 13 11 13 13

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

活動が活発化する 現年度会員数/過年度会員数 ％ア 100 100 84.62 100 100
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

・霧島市生活研究グループ連絡協議会会員が食育伝承講座等のイベント

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0を通じ実施する食・農産物加工のノウハウ（知識・経験）や加工品の紹
介活動をすることにより、安心・安全な農産物を地域に供給する一助と 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0なるよう支援する。
・会員の高齢化と会員の減少のため、食育伝承講座などのイベント等を 地 方 債 千円 0 0 0 0 0通じて若い世代の会員の加入促進を行い、会員の増加と活動の活発化を
図る。 そ の 他 千円 0 0 0 0 0

一 般 財 源 千円 100 100 100 50 50
事業費 千円 100 100 100 50 50

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

地区・市各役員会 コロナ渦で伝承講座等が開催出来なかったので、過去の伝承講座等のレ
レシピ集作成 シピを冊子として作成することで、食育の普及が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01968 生活研究グループ育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
霧島市生活研究グループ連絡協議会会員が食の伝承講座等のイベント

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
を通じて、若い世代への食文化の伝承や食・農産物加工のノウハウ（
知識・経験）・加工品の紹介活動を実践することにより、安心・安全

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 な農林水産物を地域に供給し、地産地消の推進が図られる。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
・霧島市生活研究グループ連絡協議会会員が食育伝承講座等のイベントを通じ実施する食・農産物加工のノウ
ハウ（知識・経験）や加工品の紹介活動により、安心・安全な農産物を地域に供給する一助となるよう支援す
る。
・会員の高齢化と会員の減少のため、食育伝承講座などのイベント等を通じて若い世代の会員の加入促進を行（２）令和 4年度の改革改善の内容
い、会員の増加と活動の活発化を図る。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

霧島市生活研究グループ連絡協議会会員が農村のよりよい生活や働き方を学び、その知識・経験を活かし食育
講座などのイベントを通じ地域住民へ食文化などについて普及活動を図っていく活動に補助金を交付する。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 農林水産部事務事業 事務01968 生活研究グループ育成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                100                 50                 50
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               100                 50                 50計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                100                 50                 50
計                100                 50                 50

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         100
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         100

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0

IP27P042



令和 3年度の実績及び成果５．

（見込）

令和 3年度

令和 4年度 令和 5年度

（見込） （実績） （見込） （見込）

50

21

10

令和 5年度

（見込）

令和 4年度

（見込）（実績）

50

千円

千円

21

□

■

令和 4年度

担当部

担当課

担当課長

グループ

１．基本情報

事務事業
番号

01969 事務事業名
農林水産部

農政畜産課

鎌田　順一

農政第２グループ

政策名

施策名

（令和 3年度　実施事業の振返り）

001

003

農地中間管理事業

活力ある農・林・水産業の振興

事務事業振返りシート

（２）事務事業の目的

②対象

（誰に、何を対象にしているのか）

③対象指標

（左記②対象の大きさを表す指標）
単位

令和 2年度 令和 3年度

（実績）

にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり）

2344

一般会計

農林水産業費

農業費

単位

10

50.40

21

10

50

21

10

内線番号

令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

特になし

～ ）
根拠法令・条例等

関連計画

事業
期間

単年度のみ

□

農林水産業の担い手の育成・確保

予
算
科
目

会計

款

項

目

06

01

03 農地中間管理事業の推進に関する法律

基本事業名

平成26年度 　～）

農業振興費

001

単年度繰返　（開始年度

期間限定複数年度（

１次評価評価対象標準評価

①農地中間管理事業の窓口の設置
②人・農地プランの作成・見直し
③農用地利用配分計画（案）の作成
④農地の出し手の掘り起し
⑤借受希望者との交渉
⑥機構集積協力金の交付事務等

２．事務事業の概要・目的・指標＜Do＞

（１）事務事業の概要　（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

公益財団法人鹿児島県地域振興公社が実施する農地中間管理事業業務の一部を受託し、農地の集積・集団化等を促進する。

評価区分

ア

イ

ウ

機構を通じて貸し付けられた面積

人・農地プランの作成・見直し

機構集積協力金の交付事務

令和 2年度

21

ha

地区

40.80

名 10

①活動指標　（事務事業の活動量） 単位
（実績）

20

275 261

（左記④意図の達成度を表す指標） （実績）

令和 5年度

（目標） （目標）

275

20 20 20

④意図 ⑤成果指標
単位

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

275ア

イ

ウ

認定農業者

認定新規就農者

戸 261認定農業者数

認定新規就農者数 戸 20

（目標） （実績）

50 50.40 50 50

（②対象をどうしたいのか）

イ

ア 機構を通じ農地の集積・集約 機構を通じて貸し付けられた面積 ha 40.80

ウ

16,015 16,001

5,330

10,500 10,500 10,500

0 0

事業費

パンフレット配布や説明会の実施等、啓発を行っているが、周知が充分
に行き届いていないと意見を聞くこともある。令和２年度は、人・農地
プランの実質化に向けた話し合い等も行われ、農業委員会等の関係機関
と情報を共有、連携を図り、事業推進に取組んだ。令和３年度も同様に
、関係機関との連携を図り、事業推進に取り組んでいく。

15,940 14,128

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

8,847

0 0 0

7,542

110 0 171

3,125

投
入
量

2

事
業
費

財
源
内
訳

一般財源

11,293

5,279 5,515 5,330

626

・事業推進員２人を中心に事業推進を行った。
・農地中間管理事業の窓口対応
・現地説明会等の実施　9回
・農地の出し手、借受希望者との調整

（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

事業推進員を中心に推進活動を行い機構集積協力金を有効に活用して、
担い手に農地の集積・集約を行った。
機構を通じて集積した農地の面積　50.4ha（令和３年度貸付開始）

・機構集積協力金の交付　 　　 8,847,900円
　（内訳）地域集積協力金   　 8,702,400円
　　　　　 経営転換協力金     　145,500円

00000

3年度

（決算） （当初予算） （計画）

4年度 5年度

（決算） （当初予算）

2年度
４．事業費の推移

て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題

（３）総合計画との関係

⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）

　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01969 農地中間管理事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
当事業の導入により、農地集積・集約化が図られ、耕作放棄の防止等

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
に繋がる。基盤整備事業との連携により成果向上を図る余地がある。
本事業は国県等の要綱・要領に基づいて行われる事業であるため、事

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 業費削減の余地はない。また事務費の財源については、機構からの委
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 託金で賄われており、機構集積協力金についても市の負担金はない。

広く事業の啓発を行っているため公平・公正である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
パンフレット配布や説明会の実施等、啓発を行っているが、周知が充分に行き届いていないと意見を聞くこと
もある。令和３年度は、人・農地プランの地区ごとに話し合い等も行われ、農業委員会等の関係機関と情報を
共有、連携を図り、事業推進に取組んだ。令和４年度も同様に、関係機関との連携を図り、事業推進に取り組
んでいく。（２）令和 4年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和５年度は事業推進員や農業委員等を中心とした啓発活動や圃場整備事業との連携による事業推進に取組む
。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



流用・充用

予算合計

0

14,128 16,015 16,001

0 0 0

8,847

14,128 16,015 16,001

財
 
源
 
内
 
訳

国　庫　支　出　金

農地中間管理事業

９．コストの推移

担当部

担当課

事務事業
番号

01969 事務事業名
農林水産部

農政畜産課

0 0 0

0 0 0

0 0

０４

災害補償費

恩給及び退職年金

賃金

令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１

０２

601 676 754

662 711 677

０３

3,503 3,629 3,458

0 0 0

報酬

給料

職員手当等

共済費

地　　方　　債

そ　　の　　他

特
定
財
源

当初予算

０５

０６

０７

０８

０９

１０

１１

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２６

１２

１３

県　支　出　金

消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

賄材料費

飼料費

医薬材料費

手数料

保険料

寄附金

公課費

繰出金

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

扶助費

貸付金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積立金

２７

２８

２２

２３

２４

２５

0

0 0 0

171 171 171

0 0 0

232 268 281

111 147 161

通信運搬費

広告料

121 121 120

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0

0 0 0

65 60 60

0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

65 60 60

0 0 0

0 0 0

0 0

8,848 10,500 10,600

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

10,500 10,500

0 0 0

5,515 5,330

2 0 171一　　　般　　　財　　　源

計

0

0

48

14,186

（単位：千円）

令和 3年度 補正・流用状況

補正第１７号

0

0

0

5,279

0

0

0

0

計

令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

区　分 金　額

8,847

5,279

0

0

0

0

0

0

0

0

補正予算

15,940

▲ 1,802

▲ 1,802

0

0

0

0

0

合　　計

0

0

14,126

名　　　称

県支出金 機構集積協力金交付事業費

その他 農地中間管理事業委託金

令和 3年度 特定財源内訳

報償費

旅費

交際費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

原材料費



令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01970 人・農地プラン推進支援事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2344
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成24年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 人・農地問題解決加速化支援事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
人・農地プランとは、農業者が話合いに基づき、地域における農業において中心的な役割を果たすことが見込まれる農業者（中心経営体）や、当
該地区における農業の将来の在り方などを明確化することを目的とし、農地中間管理事業の円滑な推進を図るための手段として位置づけられてい
る。
令和元年度には、「実質化された人・農地プラン」への大幅な見直しを求められており、令和２年度末で実質化された人・農地プランの公表まで
行われた。
①アンケートの実施
②地域の状況の地図化
③地域の徹底した話合い
④話合い結果の取りまとめ及び公表

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

認定農業者数 戸ア 261 275 268 275 275
新規就農者数 戸イ 20 20 16 20 20

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

中心経営体 認定農業者 戸ア 280 275 268 275 275
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

農地の集積・集約 農地中間管理機構を通じての貸付haア 40.80 40 50.40 40 40
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

令和３年度は「実質化された人・農地プラン」をさらに活用できるよう

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0、人・農地プラン実質化推進チームを中心に話し合い活動を進めていく
。 県 支 出 金 千円 215 215 0 0 0◎　「実質化された人・農地プラン」を継続するため、必要に応じて次
の活動を行う。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0　①アンケートの実施
　②地図による現況把握 そ の 他 千円 0 0 0 0 0　③中心経営体への農地の集約化に関する将来方針の作成

一 般 財 源 千円 0 0 0 29 55
事業費 千円 215 215 0 29 55

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和３年度は21プラン（63集落）となった。 地域の中心となる経営体の確保及び地域の中心経営体への農地集積が出
来た。

　◎中心経営体：282経営体
　　　　　　　　認定農業者261戸　認定新規就農者20戸
　　　　　　　　集落営農組織1戸　基本構想基準到達者0戸
　◎農地中間管理機構を通じての貸付：50ha
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01970 人・農地プラン推進支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
中心経営体への農地の集積・集約が図られることは、担い手の経営改

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
善や経営基盤の強化に資するため、継続して取り組むことが適当であ
る。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
令和４年度は「実質化された人・農地プラン」をさらに活用できるよう、人・農地プラン実質化推進チームを
中心に話し合い活動を進めていく。
◎　「実質化された人・農地プラン」を継続するため、必要に応じて次の活動を行う。
　①アンケートの実施（２）令和 4年度の改革改善の内容
　②地図による現況把握　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
　③中心経営体への農地の集約化に関する将来方針の作成

地域の中心経営体の確保及び中心経営体への農地集積を行う。
「実質化された人・農地プラン」を継続するため、必要に応じて次の取組を行う。
　①アンケートの実施
　②地図による現況把握（３）令和 5年度の方向性
　③中心経営体への農地の集約化に関する将来方針の作成　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01970 人・農地プラン推進支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                 23                 45
０９ 旅 費                  0                  5                 10
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  1                  0
通 信 運 搬 費                  0                  1                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                 0                 29                 55計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                  0                 29                 55
計                  0                 29                 55

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         215
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         -16
予算合計            0         199

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01972 鳥獣被害対策実践事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 農山漁村の振興 内線番号 2311
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成14年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市イノシシ等被害防止事業補助金交付要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 イノシシ等鳥獣害防止電気柵事業

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
（国）鳥獣被害対策実践事業（整備事業）
イノシシ・シカ等により農作物への被害が発生する恐れがある農地に電気柵等を設置することにより、農作物への被害を防止または軽減する。
【事業対象】
・霧島市鳥獣被害対策協議会の運営、わな、電気柵、ワイヤーメッシュ柵購入に伴う補助
要件は、農家3戸以上
（市）イノシシ等被害防止事業
・イノシシ等により農作物への被害が発生する恐れがある農地に電気柵を設置することにより、農作物への被害を防止または軽減する。
【事業対象】
・農作物への被害があり、30a（3,000㎡）以上連担している農地について、単独または2戸以上の共同で電気柵等を設置する場合に、事業費の1/3
を助成する。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

箱わな、くくり罠等購入基数 基ア 14 14 4 15 15
電気柵設置受益面積 ｈａイ 48.59 80 108.11 50 50
協議会活動 件ウ 2 2 2 2 2

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

農家 申請件数（電気柵） 件ア 17 25 17 25 25
捕獲者 捕獲指示件数 件イ 131 130 91 130 130

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
イノシシ・シカ等による農作物への被害を
防止する。 農作物被害金額 千円ア 9,867 8,880.30 8,835 7,992.27 75,000
捕獲活動 捕獲頭数 頭イ 2,538 2,650 2,736 2,650 2,650

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　計画的な改修や維持管理により、農地や農道、水路などの保全に努めるとともに、有害鳥獣被害の抑制や耕作放棄地の解消及び利活用、さらに
、地域資源を生かした農業体験や農家民泊などのグリーン・ツーリズムを推進することにより、農村の活性化を図ります。
　また、山村地域の環境保全の観点から再造林を推進し、森林資源の循環利用により、山村地域の経済の好循環を図るとともに、漁村地域におい
ても、特性を生かした活力ある地域づくりを展開します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

この事業を活用した電気柵等の整備や捕獲のみで被害防止を行うだけで

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0はなく、鳥獣被害を受ける方々に現地確認の際の指導、助言を行ったり
、年に数回県内で開催される集落ぐるみの鳥獣被害対策研修会への参加 県 支 出 金 千円 25,569 28,829 24,615 28,133 28,133を促し、鳥獣を寄せつけない取り組みを推進する必要がある。また捕獲
従事者の高齢化、減少も課題となっている。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0令和３年度からイノシシ等鳥獣害防止電気柵事業を統合する。

そ の 他 千円 9,685 12,800 0 13,300 13,300
一 般 財 源 千円 913 1,088 33,044 1,063 1,284

事業費 千円 36,167 42,717 57,659 42,496 42,717

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

（国）鳥獣被害対策実践事業（整備事業） 電気柵等を設置したことにより、鳥獣の侵入を防ぐことが出来、農作物
わな：サル用囲いわな１基 への被害を軽減できた。
　　　サル用箱わな１基 有害鳥獣を捕獲することで、生活環境、農作物被害を軽減できた。
生態調査用カメラ：２台 令和３年度からイノシシ等鳥獣害防止電気柵事業を統合し、国の要件に
狩猟免許取得助成：２０名 合致しない農業者等に対しても、鳥獣被害防止に一定の効果が発揮でき
電気柵：２２地区 た。
ワイヤーメッシュ柵：７地区
実績額：　整備事業： 25,171,674円
　　　　　推進事業： 1,786,000円
　　　　　捕獲事業： 19,726,600円
（市）イノシシ等被害防止事業
申請件数：3戸（5戸）　実施件数：3件　　申請面積：13,300㎡　　補
助金交付額：104,000円

IP27P040



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01972 鳥獣被害対策実践事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
農家がイノシシ・シカ等の鳥獣による農作物への被害防止や捕獲申請

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
を行うことで、経営体の強化が図られ、政策体系に結び付く。また有
害鳥獣による農地被害は耕作者の耕作意欲を削ぎ、耕作放棄地の増加

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 にもつながるため、耕作放棄地防止にも必要である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
この事業を活用した電気柵等の整備や捕獲のみで被害防止を行うだけではなく、鳥獣被害を受ける方々に現地
確認の際の指導、助言を行ったり、年に数回県内で開催される集落ぐるみの鳥獣被害対策研修会への参加を促
し、鳥獣を寄せつけない取り組みを推進する必要がある。また捕獲従事者の高齢化、減少も課題となっている
。（２）令和 4年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

この事業を活用した電気柵等整備を継続し、鳥獣被害を受ける可能性のある集落の方々へ鳥獣被害対策研修会
への参加を促すことで集落単位での自発的な被害の軽減を図る。捕獲従事者の高齢化、減少に対しては、引き
続き免許取得に係る講習会の受講助成を行っていき、新たな捕獲従事者の増加を図る。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01972 鳥獣被害対策実践事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費             30,131             27,028             26,055
０９ 旅 費                 20                 28                 27
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                116                138                138

消 耗 品 費                116                118                118
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                 20                 20
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  9                 10                 10
通 信 運 搬 費                  9                 10                 10
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  5                  5                  5
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             27,378             15,287             16,482
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            57,659             42,496             42,717計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金             24,615             28,133             28,133
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0             13,300             13,300

一 般 財 源             33,044              1,063              1,284
計             57,659             42,496             42,717

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      42,717
県支出金 鳥獣被害防止総合対策交付金補正予算       24,615      16,404

補正第５号            0      16,404
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0       1,426
予算合計            0      60,547

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       24,615

IP27P042



令和 3年度の実績及び成果５．

（見込）

令和 3年度

令和 4年度 令和 5年度

（見込） （実績） （見込） （見込）

59

363

令和 5年度

（見込）

令和 4年度

（見込）（実績）

59

千円

千円

394

□

■

令和 4年度

担当部

担当課

担当課長

グループ

１．基本情報

事務事業
番号

01973 事務事業名
農林水産部

農政畜産課

鎌田　順一

農政第２グループ

政策名

施策名

（令和 3年度　実施事業の振返り）

001

003

中山間地域等直接支払事業

活力ある農・林・水産業の振興

事務事業振返りシート

（２）事務事業の目的

②対象

（誰に、何を対象にしているのか）

③対象指標

（左記②対象の大きさを表す指標）
単位

令和 2年度 令和 3年度

（実績）

にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり）

2342

一般会計

農林水産業費

農業費

単位

59

333

59

336

内線番号

令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

特になし

～ ）
根拠法令・条例等

関連計画

事業
期間

単年度のみ

□

農山漁村の振興

予
算
科
目

会計

款

項

目

06

01

03 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

基本事業名

平成12年度 　～）

農業振興費

003

単年度繰返　（開始年度

期間限定複数年度（

　《集落協定に基づく活動》
　①農業生産活動等を継続するための活動　②体制整備のための前向きな取組

１次評価評価対象標準評価

維持に取り組む集落に対し、交付金を交付する。平成１２年度から制度が開始されており、H27～H31の５年間、第４期対策として実施された。令
和２年度からの５年間は新たに第５期対策が実施されている。
　《対象地域》　　　　地域振興８法等指定地域及び知事が定める特認地域（令和２年度より棚田地域振興法が追加）
　《対象者》　　　　   集落協定又は個別協定に基づき５年間以上継続し耕作を行う農業者等
　《主な交付単価》　田　急傾斜　21,000円/１０a　　　　　畑　急傾斜　11,500円/１０a
　　　　　　　　　　　　緩傾斜　8,000円/１０a　　　　　　　 緩傾斜　3,500円/１０a

２．事務事業の概要・目的・指標＜Do＞

（１）事務事業の概要　（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　担い手の減少、耕作放棄地の増加等により、多面的機能の低下が懸念されている中山間地域等の条件不利地において、継続して農業生産活動の

評価区分

ア

イ

ウ

協定参加集落数（実数）

協定参加農地面積

令和 2年度

317

集落

ｈａ

58

①活動指標　（事務事業の活動量） 単位
（実績）

900 739

（左記④意図の達成度を表す指標） （実績）

令和 5年度

（目標） （目標）

740

④意図 ⑤成果指標
単位

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

740ア

イ

ウ

協定参加者数 人 705協定参加者数（実人数）

（目標） （実績）

59 59 59 59

（②対象をどうしたいのか）

イ

ア 集落営農確立にむけた組織化が進む。 集団で農業生産活動に取り組む集落数 集落 58

ウ

42,227 42,227

0

31,167 31,286 31,286

0 0

事業費

中山間地域等直接支払事業に取り組むことにより、集落機能や多面的機
能の維持、耕作放棄地の増加を抑制する効果が得られている。しかしな
がら、霧島市において本事業に取り組んでいる集落は過疎化、高齢化が
著しく令和２年度から始まる第５期対策について活動の継続を断念する
集落も出ている。それに伴い、当該集落の農地や農道の管理が出来ず耕

43,629 43,338

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

30,925

0 0 0

29,569

作放棄地が増加することが懸念される。
今年度は集落内の事務処理の役員の負担軽減のため外部委託を推進した
り、小規模な集落において近隣集落との集約化を図るなど耕作放棄の防
止、中山間地域の農用地の減少の防止に努める。
また、新たな取組として協定農用地と集落の将来像を協定参加者で検討 12,462 10,941 10,941

0

作成に取り組む。

投
入
量

する「集落戦略」の作成があることから、他事業との関連性も保ちつつ

12,413

事
業
費

財
源
内
訳

一般財源

41,369

0 0 0

11,800

＜ 協 定 数＞　59集落
＜交付面積＞　3,325,621㎡
＜ 交 付 金＞　41,544,699円

（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

集落の協定に沿った農業生産活動を行うことで、中山間地域の耕作放棄
地の増加を抑制することができた。

00000

3年度

（決算） （当初予算） （計画）

4年度 5年度

（決算） （当初予算）

2年度
４．事業費の推移

ても、特性を生かした活力ある地域づくりを展開します。

３．前年度の評価表に記載した課題

（３）総合計画との関係

⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）

　計画的な改修や維持管理により、農地や農道、水路などの保全に努めるとともに、有害鳥獣被害の抑制や耕作放棄地の解消及び利活用、さらに
、地域資源を生かした農業体験や農家民泊などのグリーン・ツーリズムを推進することにより、農村の活性化を図ります。
　また、山村地域の環境保全の観点から再造林を推進し、森林資源の循環利用により、山村地域の経済の好循環を図るとともに、漁村地域におい



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01973 中山間地域等直接支払事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
本事業を活用することにより、集落営農の組織化が進んだり耕作放棄

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
地の発生の防止に役立ったりしている。事業の廃止・休止が行われる
と荒廃農地や離農者が増加するとともに、水路や農道の管理が困難に

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 なるなど営農環境の悪化が懸念される。事務事業については、実施要
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 領により定められているため削減の余地はない。しかし、補助金交付

の適正執行に必要な現地確認業務等については他事業との連携を図る
ことで作業の効率化が期待できる。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単位に協定を締結し交付を行っているが、集落全体の
高齢化が進み、農用地の維持・管理が難しくなっている。協定農用地に将来像並びに、協定農用地を含む集落
全体の将来像、課題、対策についての指針である「集落戦略の作成」を各集落等に促進し、担い手の育成・確
保を指導する必要がある。人・農地プランや農業委員会の活動と連携を図るとより効率的である。（２）令和 4年度の改革改善の内容
また、事務処理時間の削減のため、図面・帳票一括管理システムの導入も考えるべきである。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

耕作放棄地の防止、中山間地域等の農用地の減少の防止に努める。令和４年度までに作成予定の「集落戦略」
について変更がないか、集落等に確認を行う。基礎交付に加え、地域農業の維持・発展に資する取組に加算さ
れる「加算措置」に取り組む集落については、令和５年度の最終年度前に目標が達成される場合の取組いに留
意し、各集落等に指導しなければならない。（３）令和 5年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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流用・充用

予算合計

0

43,338 42,227 42,227

0 0 0

30,925

43,338 42,227 42,227

財
 
源
 
内
 
訳

国　庫　支　出　金

中山間地域等直接支払事業

９．コストの推移

担当部

担当課

事務事業
番号

01973 事務事業名
農林水産部

農政畜産課

0 0 0

0 0 0

0 0

０４

災害補償費

恩給及び退職年金

賃金

令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１

０２

259 0 0

231 0 0

０３

1,258 0 0

0 0 0

報酬

給料

職員手当等

共済費

地　　方　　債

そ　　の　　他

特
定
財
源

当初予算

０５

０６

０７

０８

０９

１０

１１

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２６

１２

１３

県　支　出　金

消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

光熱水費

修繕料

賄材料費

飼料費

医薬材料費

手数料

保険料

寄附金

公課費

繰出金

公有財産購入費

備品購入費

負担金補助及び交付金

扶助費

貸付金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積立金

２７

２８

２２

２３

２４

２５

0

0 0 0

18 0 0

0 0 0

19 126 126

5 42 42

通信運搬費

広告料

14 84 84

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0

0 0 0

10 74 74

0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

0 0 0

10 74 74

0 0 0

0 0 0

0 0

41,545 42,027 42,027

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

31,286 31,286

0 0 0

0 0

12,413 10,941 10,941一　　　般　　　財　　　源

計

0

0

29

43,408

（単位：千円）

令和 3年度 補正・流用状況

補正第１７号

0

0

0

0

0

0

0

0

計

令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

区　分 金　額

100

30,825

0

0

0

0

0

0

0

0

補正予算

43,629

▲ 250

▲ 250

0

0

0

0

0

合　　計

0

0

30,925

名　　　称

県支出金 中山間地域等直接支払推進事業費

県支出金 中山間地域等直接支払交付金

令和 3年度 特定財源内訳

報償費

旅費

交際費

需用費

役務費

委託料

使用料及び賃借料

工事請負費

原材料費



令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01974 農業機械銀行運営支援事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 農山漁村の振興 内線番号 2413
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和59年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
主として作業用農機具にかかるコストを抑制し農業経営の安定化・農業機械の効率的な利用を図ることを目的に設立・運営されている霧島市農業
機械銀行の活動を支援するため、補助金を交付する。
《対象》霧島市農業機械銀行
《活動》農作業（耕起・代かき・収穫）受託

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

年間延受託回数（霧島市農業機械銀行） 回ア 55 55 46 55 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
農作業の委託を必要とする小規模農家委託を行った実農家数 戸ア 35 50 27 50 0

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

農業機械作業を委託できる。 作業受託面積 haア 59 70 0 70 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　計画的な改修や維持管理により、農地や農道、水路などの保全に努めるとともに、有害鳥獣被害の抑制や耕作放棄地の解消及び利活用、さらに
、地域資源を生かした農業体験や農家民泊などのグリーン・ツーリズムを推進することにより、農村の活性化を図ります。
　また、山村地域の環境保全の観点から再造林を推進し、森林資源の循環利用により、山村地域の経済の好循環を図るとともに、漁村地域におい
ても、特性を生かした活力ある地域づくりを展開します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

認定農業者等の担い手の加入により更に活動範囲が広がるよう関係者等

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0と協議していく。また、農業機械施設の効果的な利用により、作業用農
機具にかかるコストを抑制し、農業経営の安定化・農業機械の効率的な 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0利用を図っていく。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 151 151 151 151 0

事業費 千円 151 151 151 151 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

霧島市農業機械銀行補助金　151,000円 農業機械銀行等の組織に補助金を交付することにより当該組織の事業運
営が適正になされ、小規模農家等が作業委託することができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01974 農業機械銀行運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ ■向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ □削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

■ ■削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
既にあいら農協が類似のリース事業を全域で行なっており活動範囲が

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
国分地区のみである既存の農業機械銀行は、今年度中に解散する。こ
れに伴い当該事業は、廃止する。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
農業機械銀行は、令和４年度中に解散することから今年度の補助金支出は無い。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

なし。（上記のとおり令和４年度中に農業機械銀行が解散するため。）

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名 農林水産部長　　八幡　洋一
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
あいら農協が市内全域を対象としたリース事業を実施していることから、国分地区のみを対象とした農業機械
銀行への活動支援は平等性の観点からも廃止が妥当である。

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01974 農業機械銀行運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                151                151                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               151                151                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                151                151                  0
計                151                151                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         151
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         151

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01975 市民農園運営事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 003 農山漁村の振興 内線番号 2311
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 2年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 特定農地貸付に関する農地法の特例に関する法律

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
農業者以外の市民が土とふれあい、農業・食糧に対する理解と興味を深め、さらには親子のコミュニケーションの場、市民のレクリエーションの
機会を提供することと、地元で生産された安心・安全な食材への関心を深めていただくことを目的とし、現在、市内４カ所に市民農園を設置して
いる。
具体的な手順としては、土地所有者から年間20,000円/10ｱｰﾙで農地を借上げ、１区画約25㎡の区画を作り、貸付を希望する市民へ無料で貸し出し
ている。貸し出し期間は2年間。貸し出しの申し込みは農政畜産課窓口で受け付けている。
職員の事務としては、利用申込み受付・貸出事務及び空き区画等の管理である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

利用者数 人ア 74 74 74 74 74
整地面積 ㎡イ 2,185 2,185 2,185 2,185 2,185
講習会開催数 回ウ 0 1 0 1 1

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
霧島市民で農園利用を希望する農業者以外
の者 市民 人ア 124,882 123,908 124,501 123,639 123,639

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
農業に対する理解を深め、地産地消の意識
を高める。 市民農園の利用率 ％ア 100 100 100 100 100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　計画的な改修や維持管理により、農地や農道、水路などの保全に努めるとともに、有害鳥獣被害の抑制や耕作放棄地の解消及び利活用、さらに
、地域資源を生かした農業体験や農家民泊などのグリーン・ツーリズムを推進することにより、農村の活性化を図ります。
　また、山村地域の環境保全の観点から再造林を推進し、森林資源の循環利用により、山村地域の経済の好循環を図るとともに、漁村地域におい
ても、特性を生かした活力ある地域づくりを展開します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

効果的・効率的に実施していることから、新たに取り組むべき課題はあ

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0りません。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 45 45 45 45 45

事業費 千円 45 45 45 45 45

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

４農園について、利用希望のある市民へ農園の貸し出しを行い、利用率 今年度も市民農園の利用率は100％であり、利用者の農業に対する理解
は100％であった。 を深めるとともに、自家消費用野菜を生産することで地産地消の意識を
令和３年度は４５千円を土地の賃借料として支出した。 高めることができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01975 市民農園運営事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

□ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
農業者以外の市民が、自家消費用野菜を生産し、農業への理解と地産

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
地消の意識を高めることは、安心・安全な地元産の農産物の需要に結
びつく。本市においては、民間での農園開設がほとんどないため現時

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 点では市が実施をすることが妥当である。予算の執行については賃借
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 料のみで、更新手続きなどは２年に１回のため事務事業量の削減の余

地はない。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ レ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
市民農園の利用の際に，使用料を徴収することで，霧島市が土地所有者へ支払う賃借料のの削減を目指す。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

市民農園の利用の際に，使用料を徴収することで，霧島市が土地所有者へ支払う賃借料のの削減を目指す。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01975 市民農園運営事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                 45                 45                 45
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                45                 45                 45計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 45                 45                 45
計                 45                 45                 45

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          45
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          45

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01978 全国茶品評会出品支援事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 004 農林水産業の稼ぐ力の向上 内線番号 2312
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成19年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　全国茶品評会への出品に対する補助事業。出品実績に応じ１点当りの定額を補助（３０，０００円／点）する。
　茶で有名な宇治や知覧・八女・静岡等の産地は、毎年開催される全国茶品評会の各部門で第１位を数多く獲得しているため茶関係者はもとより
多くの消費者へ一流産地として認識されている。
　このように全国の品評会で上位に入賞することは、公に品質や加工技術の高さを実証することとなり、霧島市としても霧島茶のブランド確立を
図るためにも重要な要素となっている。一方で、出品する際の加工・調整等の指導を行なっているが、実際の生産コストが大きな負担となってい
る。出品者の負担軽減を図り、全国品評会への取り組みを促進するため、出品した実績に応じて補助するものである。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

全国品評会への出品点数 点ア 31 25 19 20 20
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島市茶業振興会員 人数 人ア 90 90 85 85 85
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

良質茶を出品させる 全国茶品評会特別賞入賞点数 点ア 2 5 1 5 5
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　大消費地等におけるマーケットのニーズに的確に応えられる競争力のある産地の育成・強化、GAP（農業生産工程管理）の取組や認証取得の拡
大を推進し、農林水産物の更なるブランド力向上を図ります。
　また、地産地消及び地産外消を推進するとともに、農林水産物の付加価値を高めるため、農商工や産官学の連携により、消費者ニーズを捉えた
新産品の研究・開発などを進め、6次産業化に取り組む農林水産業者を支援します。
　さらに、効果的なPRにより消費者の認知度や信頼度を高め、農林水産業の稼ぐ力の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

新型コロナウイルスの影響はあるものの、全国茶品評会での上位入賞を

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0目指し「霧島茶」のＰＲに取り組んでいく。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 750 480 480 480 480

事業費 千円 750 480 480 480 480

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和３年度補助金額４８０，０００円（１６点×３０，０００円） １９点の出品、普通煎茶10kgの部農林水産大臣賞受賞、かぶせ茶の部産
普通煎茶１０㎏の部　１０点 地賞第３位と同点、霧島茶の知名度向上に寄与した。
   〃 　　４㎏の部　　２点
      かぶせ茶の部　　４点調整後２点
　　　深蒸し茶の部　　３点調整後２点
　　　　　　　　合計１９点
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01978 全国茶品評会出品支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
「霧島茶」のブランド化へ寄与する為、今後も継続する必要がある。

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
新型コロナウイルスの影響はあるものの、全国茶品評会での上位入賞を目指し「霧島茶」のＰＲに取り組んで
いく。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

これまでに引き続き、全国茶品評会での上位入賞を目指し「霧島茶」のＰＲに取り組んでいく。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01978 全国茶品評会出品支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                480                480                480
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               480                480                480計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                480                480                480
計                480                480                480

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         480
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         480

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01979 農業の「稼ぐ力」向上プロジェクト推進事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１Ｇ

予
算
科
目

基本事業名 004 農林水産業の稼ぐ力の向上 内線番号 2312
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成31年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
本市農産物等の知名度の向上のためのＰＲ活動を行うとともに、生産者団体等における農産物の販売促進、６次産業化、有機ＪＡＳ認証について
、予算の範囲で補助金を交付する。
(1)農産物等販売促進（補助率：事業費の１／２以内　限度額あり）
①事業主体　生産者団体、認定農業者等
②補助対象　販売促進、ＰＲ活動に関すること
(2)６次産業化・農商工連携推進（補助率：事業費の１／２以内　限度額あり）
①事業主体　生産者団体、認定農業者等
②補助対象　本市農産物等を活用した商品開発、製造・販売、他業種との連携による農産物等の高付加価値化の取組等
(3)安心安全農産物推進（補助率：事業費の１／２以内　限度額あり）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

認定農業者 人ア 261 295 268 295 295
新規就農者 人イ 19 20 12 20 20
農業者団体 人ウ 14 14 13 14 14

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

認定農業者 認定農業者数 人ア 261 295 268 295 295
新規就農者 新規就農者数 人イ 19 20 12 20 20
農業者団体 農業者団体数 人ウ 14 14 13 14 14

④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

増加を見込む 認定農業者数 人ア 261 295 8 295 295
増加を見込む 新規就農者数 人イ 19 20 △7 20 20
維持する 農業者団体数 人 14 14 △1 14 14ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　大消費地等におけるマーケットのニーズに的確に応えられる競争力のある産地の育成・強化、GAP（農業生産工程管理）の取組や認証取得の拡
大を推進し、農林水産物の更なるブランド力向上を図ります。
　また、地産地消及び地産外消を推進するとともに、農林水産物の付加価値を高めるため、農商工や産官学の連携により、消費者ニーズを捉えた
新産品の研究・開発などを進め、6次産業化に取り組む農林水産業者を支援します。
　さらに、効果的なPRにより消費者の認知度や信頼度を高め、農林水産業の稼ぐ力の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

鹿児島空港内看板の継続的な設置、農業者の組織する団体や認定農業者

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0、新規就農者等が生産する農林水産物の付加価値を高める販売促進や６
次産業化、有機栽培の推進に係る支援など、消費者ニーズを据えたＰＲ 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0を実施した。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 1,599 2,000 1,500 2,000 2,000
一 般 財 源 千円 1,495 1,871 1,680 1,871 1,871

事業費 千円 3,094 3,871 3,180 3,871 3,871

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

鹿児島空港での看板設置 空港１階に霧島茶の看板を設置し、継続したＰＲを行なうことができた
農産物販売促進　１０件申請及び交付決定 。

また、農産物の安心・安全、販売促進によるＰＲ及び消費拡大を行うこ
とが出来た。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01979 農業の「稼ぐ力」向上プロジェクト推進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市内外に幅広く農畜産物をＰＲすることで農業者の所得向上が図れる

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
鹿児島空港内看板の継続的な設置及び、農業者の組織する団体や認定農業者、認定新規就農者等が生産する農
林水産物の付加価値を高める販売促進や６次産業化、有機栽培の推進に係る支援を実施し、消費者ニーズを据
えたＰＲを実施した。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

引き続き鹿児島空港内の看板の設置や農業者団体や認定農業者、新規就農者等が生産する農林水産物の付加価
値を高める販売促進や６次産業化、有機栽培への転換推進等の事業を進めていく。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01979 農業の「稼ぐ力」向上プロジェクト推進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                100                100
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費              1,730              1,771              1,771
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料              1,730              1,771              1,771
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,450              2,000              2,000
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             3,180              3,871              3,871計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              1,500              2,000              2,000

一 般 財 源              1,680              1,871              1,871
計              3,180              3,871              3,871

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       3,871
その他 きばいやんせ基金補正予算        1,500         -41

補正第１７号            0         -41
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       3,830

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        1,500
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01983 デーリィサポートかごしま助成事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2322
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成21年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
酪農家が休みをとる際に酪農家に代わって、搾乳や飼料給与などの作業を行う仕事に従事する人を酪農ヘルパーと称し、酪農ヘルパーを出役する
事業を酪農ヘルパー事業という。酪農家は、朝夕２回の搾乳作業が欠かせないため、畜産業の中でも最も休みが取りづらい分野である。
このような状況の中で、鹿児島県酪農業協同組合の下部組織に酪農ヘルパー利用組合「デーリィサポートかごしま」が平成21年4月1日に設立され
た。鹿児島県酪農業協同組合からの助成金・酪農家を有する市町村の助成金及び国・県の補助金、酪農家負担金で運営を行い、酪農家の労力軽減
及び休暇取得を図っている。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

酪農ヘルパー利用農家 戸ア 9 9 9 9 9
補助金交付金額 千円イ 707 708 708 714 714

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

酪農家 酪農ヘルパー利用農家 戸ア 9 9 9 9 9
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

酪農家の労力軽減を図る 就業日数 日ア 339 320 350 320 320
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

酪農家は搾乳作業を365日行うため、本事業で運営されるデーリィサポ

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0ートかごしまを活用し、計画的に休暇を取得し、健康維持を図りながら
ゆとりある経営経営を目指す。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 707 708 708 714 714

事業費 千円 707 708 708 714 714

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【酪農ヘルパーの利用状況等】 利用酪農家数9戸で、延べ133回ヘルパー利用されている。新型コロナウ
　利用酪農家数：　9戸 ィルス感染症やヘルパー要員の不足等により、前年比56.8％の利用率と
　ヘルパー利用回数：延べ　133回（朝0.5回、夕0.5回） なっているが、年間平均15日ほどの休暇が取得された計算となり、多少
　市負担金額：708,000円 の酪農家の労力軽減が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01983 デーリィサポートかごしま助成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
ヘルパー事業に必要な経費を国、県、県酪、利用者、鹿児島県内で酪

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
農家を有する市町村で負担しているため、継続して取り組むことが適
当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
酪農家は搾乳作業を365日行うため、本事業で運営されるデーリィサポートかごしまを活用し、計画的に休暇
を取得し、健康維持を図りながらゆとりある経営経営を目指す。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

酪農家は搾乳作業を365日行うため、本事業で運営されるデーリィサポートかごしまを活用し、計画的に休暇
を取得し、健康維持を図りながらゆとりある経営経営を目指す。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01983 デーリィサポートかごしま助成事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                708                714                714
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               708                714                714計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                708                714                714
計                708                714                714

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         708
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         708

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01984 家畜導入及び保留補助事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 霧島市優良肉用牛導入保留事業補助金交付要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
肉用牛経営の安定向上と主産地化を図るため、優良肉用牛を保留・導入する農家に対して補助金を交付する。
【対象条件】　①５年以上継続飼養すること　②地区畜産共進会に出品すること。
【算定基礎】
郡保留牛、高育種価候補牛又は育種産子推奨牛に選定された牛（自家保留牛及びセリ市本人牛を含む。）30,000円、導入牛はセリ価格が基準価格
（前々年度3月から前年度の2月における姶良中央家畜市場の子牛せり市めす平均価格（10,000円未満切上げ）をいう。）を超えるものについては
、当該基準価格を超える額の3分の1（100,000円を限度とし1,000円未満を切り捨てる。）令和３年度基準価格：580,000円。
【用語説明】
保留：保留とは、自家産を販売せずに自家用として残すこと。　導入：導入とは、第三者から購入すること。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

この事業による保留・導入頭数 頭ア 257 300 211 300 300
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

肉用牛農家 肉用牛繁殖農家数 戸ア 399 390 381 380 370
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

優良牛を導入・保留する 優良牛を導入・保留している肉用牛繁殖農家
数 戸ア 65 100 60 100 100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

優良牛及び若い種雄牛の産子の導入・保留を推進する。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 9,761 10,086 11,520 9,761 9,761

事業費 千円 9,761 10,086 11,520 9,761 9,761

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

優良素牛導入頭数：211頭 姶良中央家畜市場の子牛せり市に上場される郡保留牛、高育種価候補牛
補助金額：　11,520千円 、育種産子推奨牛の地区外・県外への流出を防ぎ、市内に優良繁殖素牛

の確保を行うことができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01984 家畜導入及び保留補助事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
市内に優良繁殖素牛の導入・保留を行うことにより経営基盤の強化を

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
図るため、継続して取り組むことが適当である。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
優良牛及び若い種雄牛の産子の導入・保留を推進する。
全共終了後、補助金額の見直しを行う。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

優良牛及び若い種雄牛の産子の導入・保留を推進する。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01984 家畜導入及び保留補助事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             11,520              9,761              9,761
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            11,520              9,761              9,761計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             11,520              9,761              9,761
計             11,520              9,761              9,761

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      10,086
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0       1,434
予算合計            0      11,520

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01985 県市畜産共進会開催事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等交付規則等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　各種畜産（ホルスタイン）共進会への出品を支援することにより飼育管理技術及び資質の向上を図ることを目的とする。市秋季畜産共進会につ
いては、出品申し込みの取りまとめや開催に係る事務処理などの業務を行う。
【肉用牛】　霧島市秋季畜産共進会　　　：市内各地区（７会場）において、各部門の肉用牛が出品される。（一頭当たり5,000円）
　　　　　　春・秋郡畜産共進会　　　　：霧島市の代表として選抜された牛を出品する。（一頭当たり20,000円）
　　　　　　県畜産共進会　　　　　　　：郡の代表として選抜された牛を出品する。（一頭当たり100,000円）
　　　　　　全国和牛能力共進会　　　　：県の代表として選抜された牛を出品する。（一頭当たり300,000円）
【乳用牛】　ホルスタイン地区予選会　　：姶良伊佐・北薩に各市町の代表として選抜された牛を出品する。（一頭当たり20,000円）
　　　　　　県ホルスタイン共進会　　　：郡の代表として選抜された牛を出品する。（一頭当たり100,000円）
　　　　　　九州連合ホルスタイン共進会：県の代表として選抜された牛を出品する。（一頭当たり150,000円）
　　　　　　全日本ホルスタイン共進会　：県の代表として選抜された牛を出品する。（一頭当たり300,000円）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助交付農家（延べ） 戸ア 0 341 61 120 341
補助交付金額 千円イ 0 5,720 1,700 5,820 5,720

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

肉用牛農家、乳用牛農家 肉用牛・酪農家数 戸ア 410 401 390 389 379
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
飼養管理技術及び資質の向上を図る 出品頭数 頭ア 0 341 61 120 341
飼養管理技術及び資質の向上を図る 霧島市農家の受賞頭数 頭イ 0 22 6 13 22

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

霧島市秋季畜産共進会について、福山地区以外の出品頭数が減少してい

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0る状況がある。導入・保留を推進し、鹿児島県畜産共進会並びに令和4
年度に本市で開催される第12回全国和牛能力共進会へ出品できるよう取 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0り組みを強化する。
※令和２年度は新型コロナウイルス感染症予防のため各種共進会は中止 地 方 債 千円 0 0 0 0 0となった。

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 240 6,457 1,846 5,940 6,757

事業費 千円 240 6,457 1,846 5,940 6,757

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【共進会出品実績等】 新型コロナウイルス感染症予防のため、姶良地区春季畜産共進会、あい
　姶良地区春季畜産共進会　27頭　540千円 ら地域全国和牛能力共進会出品対策協議会主催による集合調査会、第12
　あいら地域全国和牛能力共進会出品対策協議会主催による集合調査会 回全国和牛能力共進会鹿児島大会に向けた集合審査会のみの開催であっ
　28頭　560千円 た。県の集合審査会で、高等登録群区で最優秀賞1席、繁殖雌牛群区で
　第12回全国和牛能力共進会鹿児島大会に向けた集合審査会　6頭　600 最優秀賞2席を獲得した。
千円

IP27P040



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01985 県市畜産共進会開催事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
令和4年度に本市で開催される第12回全国和牛能力共進会の出品候補

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
牛を発掘するために、取り組みを強化する。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
霧島市秋季畜産共進会について、福山地区以外の出品頭数が減少している状況がある。導入・保留を推進し、
鹿児島県畜産共進会並びに令和4年度に本市で開催される第12回全国和牛能力共進会へ出品できるよう取り組
みを強化する。
※令和３年度は新型コロナウイルス感染症予防のため、姶良地区春季畜産共進会、あいら地域全国和牛能力共（２）令和 4年度の改革改善の内容
進会出品対策協議会主催による集合調査会、第12回全国和牛能力共進会鹿児島大会に向けた集合審査会のみの　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
開催であった。
第12回全国和牛能力共進会へ出品できるよう取り組みを強化する。

導入・保留を推進し、鹿児島県畜産共進会、県ホルスタイン共進会で優秀な成績を収めるよう取り組む。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01985 県市畜産共進会開催事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                126                120                893
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 20                  0                144

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                 20                  0                144
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,700              5,820              5,720
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,846              5,940              6,757計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,846              5,940              6,757
計              1,846              5,940              6,757

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       6,457
補正予算            0        -890

補正第１７号            0        -890
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0      -1,434
予算合計            0       4,133

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01987 畜産基盤再編総合整備事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成30年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 畜産担い手育成総合整備事業実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
飼料生産基盤の整備と農業用施設整備を一体的に実施することにより、新たな畜産主産地の形成に地域ぐるみで取り組み飼料生産基盤に立脚した
担い手の育成を図る。

【事業概要】
・事業実施主体　　　　（公財）鹿児島県地域振興公社
・事業メニュー　　　　　草地造成、畜舎・堆肥舎設置、農機具等導入、隔障物整備
・事務処理の流れ　　申請時打合せ→工程打合せ→契約→着工→竣工→検査立会→支払事務
・補助率　　　　　　　　国：50％以内　県：22.5％以内　事業参加者：27.5％以上

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

補助事業対象農家 戸ア 1 3 1 2 2
農家負担金 千円イ 2,911 94,578 0 50,000 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業に取り組む農家 農家数 戸ア 1 3 0 2 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

安定した経営を行う 農家数 戸ア 1 3 0 2 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

国庫事業であり、事業主体が鹿児島県地域振興公社であるため、市で改

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0革改善を行う余地はないが、計画段階で協議をしながら事業費の抑制等
につなげる。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 2,911 94,578 2,911 16,418 0
一 般 財 源 千円 0 0 7,863 0 0

事業費 千円 2,911 94,578 10,774 16,418 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

1戸の農家（横川地区）が事業を行った。 総事業費38,295,000円の内、事業参加者負担金が10,774,000円。草地整
事業名称　　　事業量　　事業費 備改良、草地造成改良等を行った。
草地整備改良　2.67ha　　30,425,000円
草地造成改良　0.33ha　　 1,661,000円
測量試験費　　1式　　　　2,728,000円
工事雑費　　　　　　　　　 416,000円
一般管理費　　　　　　 　2,464,000円
付帯事務費　　　　　　　 　601,000円
○事業参加者負担金　　　10,774,000円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01987 畜産基盤再編総合整備事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ □削減できない 削減できない

□ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
国庫事業であり、事業主体の鹿児島県地域振興公社、参加農家、霧島

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
市で三者契約を結ぶため、継続して取り組む。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国庫事業であり、事業主体が鹿児島県地域振興公社であるため、市で改革改善を行う余地はないが、計画段階
で協議をしながら事業費の抑制等につなげる。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

国庫事業であり、事業主体が鹿児島県地域振興公社であるため、市で改革改善を行う余地はないが、計画段階
で協議をしながら事業費の抑制等につなげる。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01987 畜産基盤再編総合整備事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             10,774             16,418                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            10,774             16,418                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              2,911             16,418                  0

一 般 財 源              7,863                  0                  0
計             10,774             16,418                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      94,578
その他 参加農家負担金補正予算        2,911     -80,660

補正第１７号            0     -80,660
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      13,918

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        2,911
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01988 畜産経営活性化資金利子補給事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2322
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 畜産経営維持緊急支援資金融通事業実施要綱等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
【大家畜経営活性化資金利子補給】
　霧島市大家畜特別支援資金利子補給金交付要綱に基づき借受者に対して利子補給を行い、農家の資金調達を安易にする。
　【畜産経営維持緊急支援資金利子補給】
　霧島市畜産経営維持緊急支援資金利子補給金交付要綱に基づき借受者に対して利子補給を行い、農家の資金調達を安易にする。

　※利子補給にあたり、あいら農業協同組合と利子補給契約を締結している。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

利子補給額 千円ア 68 63 63 58 54
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

指定された資金借り入れ農家 肉用牛及び養豚農家 戸ア 429 419 409 399 399
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

資金調達を容易にする 融資を受けた農家 戸ア 4 4 4 4 4
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

利子補給事業なので、特に改善すべき事項はない。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 68 63 63 58 54

事業費 千円 68 63 63 58 54

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

既存資金借入者　4件 資金借り入れを行った畜産農家へ利子補給を行ったことにより、経営の
利子補給額　62,798円 安定が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01988 畜産経営活性化資金利子補給事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
利子補給事業なので、継続して取り組む。

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ レ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
利子補給事業なので、特に改善すべき事項はない。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

利子補給事業なので、特に改善すべき事項はない。利子補給金は年々少なくなっていく。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01988 畜産経営活性化資金利子補給事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 63                 58                 54
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                63                 58                 54計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 63                 58                 54
計                 63                 58                 54

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額          63
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0          63

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01989 畜産施設維持管理事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 霧島市家畜審査場の設置及び管理に関する条例及び霧島市国分畜産研

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　畜産農家に研修の機会及び親睦の場を与え、畜産振興を図るため施設を設置している。また、地域住民のコミュニティ活動と憩いの場として、
住民の交流と福祉向上に寄与する施設（溝辺・横川・霧島・福山家畜審査場、国分畜産研修センター）の施設維持管理に係る業務である。
　令和２年度より溝辺・横川・霧島・福山家畜審査場と併せて国分畜産研修センターも直営になり、利用しやすい施設の維持に努めている。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

施設維持に係る光熱水費、施設の保険、委託料等 千円ア 1,114 11,101 3,615 3,647 1,047
畜産研修施設 施設イ 5 5 5 5 5

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

畜産農家（肉用牛繁殖） 畜産農家数 戸ア 399 390 381 380 370
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
研修及び親睦を行う環境を整える利用件数 件ア 0 30 4 10 10

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

国分畜産研修センター及び他の審査場の適切な維持管理を行うには、職

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0員での対応だけでは限界があるので、シルバー人材センターに委託する
ための予算を確保する。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 29 25 31 16 0
一 般 財 源 千円 1,101 3,624 3,584 3,631 1,047

事業費 千円 1,130 3,649 3,615 3,647 1,047

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

国分畜産研修センターも直営となり、年間を通じてシルバー人材センタ シルバー人材センターへの委託により施設全体の管理が適切に行われた
ーに芝刈り等の委託を行っている。他の各地区畜産施設については、年 。
１回のシルバー人材センターに除草作業委託を行ったが、（福山は2回
）職員による除草作業も行い施設の適正な維持管理が図られた。
【維持費実績等】
・国分畜産研修センター　　畜産業費484,000円
　草刈り、トイレ清掃等
※本施設の他、国分上之段・国分平山・国分塚脇地区コミュニティ広場
も含めて管理委託を行っている。
・その他の家畜審査場　　110,420円
　草刈り×3施設（シルバー人材センター作業委託）
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01989 畜産施設維持管理事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
畜産共進会や登録審査を行う場所であり、継続して適切な維持管理に

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
取り組む。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国分畜産研修センター及び他の審査場の適切な維持管理を行うには、職員での対応だけでは限界があるので、
シルバー人材センターに委託するための予算を確保する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

国分畜産研修センター及び他の審査場の適切な維持管理を行うには、職員での対応だけでは限界があるので、
シルバー人材センターに委託するための予算を確保する。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 農林水産部事務事業 事務01989 畜産施設維持管理事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              2,735              2,716                116

消 耗 品 費                  0                  5                  5
燃 料 費                  0                  3                  3
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                104                108                108
修 繕 料              2,631              2,600                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 36                 44                 44
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                 11                 18                 18
保 険 料                 25                 26                 26

１３ 委 託 料                683                726                726
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                161                161                161
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             3,615              3,647              1,047計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                 31                 16                  0

一 般 財 源              3,584              3,631              1,047
計              3,615              3,647              1,047

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       3,649
その他 家畜審査場使用料補正予算           31           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          30
予算合計            0       3,679

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計           31

IP27P042



令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01990 畜産団体運営支援事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　環境保全型農業の確立、コスト削減、作業効率の省力化、経営の安定と効率的経営を図るため各団体において、研修、講習会、視察研修等を実
施するための活動への助成を行う。

【畜産団体運営補助金交付額】
霧島市肉用牛振興会1,239,000円、霧島市酪農振興会91,000円、霧島市肥育牛振興会72,000円

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

振興会会員数（肉用牛） 戸ア 395 390 368 359 350
振興会会員数（酪農） 戸イ 11 11 11 11 11
振興会会員数（肥育牛） 戸ウ 15 15 15 15 15

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

畜産農家（肉用牛・酪農） 肉用牛・酪農家 戸ア 420 410 399 390 390
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
管理技術の向上、経営の安定と効率的経営
が行われる。 研修会等参加農家 名ア 399 410 381 380 370
管理技術の向上、経営の安定と効率的経営
が行われる。 研修回数 回イ 24 45 24 45 45

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

会員数が減少している中、振興会に加入していない農家に対して加入の

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0促進を図り、補助金を活用した各種研修会等に参加することによって、
飼養管理技術の向上や環境保全対策などの取り組みについて知識の習得 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0を図る。
会員数の減少により酪農振興会の補助金の削減を行う。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,413 1,402 1,402 1,402 1,402

事業費 千円 1,413 1,402 1,402 1,402 1,402

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

研修会等開催回数　２４回（新型コロナウイルス感染症予防のため資料 新型コロナウイルス感染症予防のため、肉用牛振興大会、研修会等は開
配布） 催しなかった。セリ前研修会については実施せず、農家へ資料配布を行

った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01990 畜産団体運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ □削減できない 削減できない

■ ■削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
会員数の減少等も踏まえ、適切な補助金について検討を行う必要があ

ＢＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
る。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ レ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
会員数が減少している中、振興会に加入していない農家に対して加入の促進を図り、補助金を活用した各種研
修会等に参加することによって、飼養管理技術の向上や環境保全対策などの取り組みについて知識の習得を図
る。
全共終了後、肉用牛振興会の補助金の削減を行う。（２）令和 4年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

振興会に加入していない農家に対して加入の促進を図り、補助金を活用した各種研修会等に参加することによ
って、飼養管理技術の向上や環境保全対策などの取り組みについて知識の習得を図る。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01990 畜産団体運営支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,402              1,402              1,402
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,402              1,402              1,402計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,402              1,402              1,402
計              1,402              1,402              1,402

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,402
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,402

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01991 乳用牛優良精液導入事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2322
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　優良乳用牛の確保及び改良増殖を図るため、優良精液を導入し、優良雌牛造成を積極的に行う酪農家に対し、予算の範囲内で補助を行う。

補助金算定基準：①精液料金4,000円未満は対象外とする。②補助対象頭数は年間250頭とし、乳用牛1頭当たり2,000円とする。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

優良精液導入実施頭数 頭ア 250 250 250 250 250
優良精液導入利用酪農家数 戸イ 7 11 6 11 11

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

酪農家 酪農家数 戸ア 11 11 0 11 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

優良な乳用牛を確保する 実施頭数 頭ア 250 250 0 250 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

優良精液の利用を促すとともに、年度当初にそれぞれの農家に配分し、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0最終的に調整を行い有効に活用する。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 500 500 500 500 500

事業費 千円 500 500 500 500 500

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

実施農家数　6戸 本市酪農家が優良精液の導入を行い、乳用牛の改良増殖が図られたこと
実施頭数　250頭（本） で、搾乳量と乳質が向上し酪農の経営安定に資することができた。
補助金交付額　500千円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01991 乳用牛優良精液導入事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
優良乳用牛の確保を積極的に行う酪農家に対し、優良精液の導入を推

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
進することは本市酪農業の振興を図る上で必要であり、乳用牛の改良
を進める上でも継続して取り組む。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
優良精液の利用を促すとともに、年度当初にそれぞれの農家に配分し、最終的に調整を行い有効に活用する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

優良精液の利用を促すとともに、年度当初にそれぞれの農家に配分し、最終的に調整を行い有効に活用する。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01991 乳用牛優良精液導入事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                500                500                500
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               500                500                500計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                500                500                500
計                500                500                500

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         500
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         500

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01993 肥育素牛販売促進事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2322
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成21年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 霧島市肥育素牛販売促進事業補助金交付要綱

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
霧島市内の肉用牛の肥育農家に対し霧島市肥育素牛販売促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付し、肥育農家が導入した肥育牛の枝肉
成績を生産農家に提供することにより、肥育農家における経営の安定並びに生産農家における肥育素牛の販売促進及び優良肥育素牛の改良増殖の
促進を図ることを目的とする。
○補助金の額は、補助対象牛１頭につき２０，０００円とする。対象牛の要件は次のとおり。
･霧島市の生産者が姶良家畜中央家畜市場の子牛せり市場に上場した子牛とする。
・産歴が１産以内の母牛から産まれ、かつ、その種雄牛は当該年度における４月１日時点の年齢が１２歳以内で当該年度の姶良地域の基幹種雄牛
若しくは待機種雄牛であること又は霧島市内の種雄牛管理者により飼養されているものであること。（２７年度より）
・日令２７０日以内のものであること。
○補助対象牛の出荷先は全国和牛登録協会鹿児島支部の育種価に対応した食肉処理場とする。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

肥育農家 戸ア 10 10 10 10 10
出荷子牛 頭イ 5,614 5,400 5,831 5,800 5,800
肉用牛生産農家 戸ウ 399 390 381 380 370

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市内の畜産農家 生産農家戸数 戸ア 399 390 381 380 370
市内の畜産農家 肥育農家戸数 戸イ 10 10 10 10 10

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

生産した牛の枝肉成績がわかる判明頭数 頭ア 85 70 0 70 70
優良肥育素牛の改良増殖を促進する 全国共進会で入賞した頭数 頭イ 0 0 0 0 0
子牛を導入しやすくなる 導入子牛 頭 66 70 66 70 0ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

肥育農家と連携を図り、産肉能力のフィードバックによる、繁殖牛の更

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0新、優良牛の保留を図る。
また、産肉能力の高い繁殖牛の子牛を肥育農家が導入することで、枝肉 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0共励会での上位入賞を目指す。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,320 1,400 1,320 1,400 0

事業費 千円 1,320 1,400 1,320 1,400 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

導入子牛：66頭 枝肉成績（繁殖雌牛の能力）を生産農家へフィードバックすることで、
枝肉成績判明頭数：65頭 導入・保留した牛の産肉能力が判明し、そのことが優良肉用牛の保留・

導入や淘汰・更新の目安となることで、さらなる優良肉用牛の確立と経
営の安定化と主産地化が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01993 肥育素牛販売促進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
導入・保留した牛の産肉能力が判明し、そのことが優良肉用牛の保留

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
・導入や淘汰・更新の目安となったことで、優良肉用牛の確立と経営
の安定化と主産地化に一定の成果が認められたことから、事業の廃止

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 を検討する。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
肥育農家と連携を図り、産肉能力のフィードバックによる、繁殖牛の更新、優良牛の保留を図る。
また、産肉能力の高い繁殖牛の子牛を肥育農家が導入することで、枝肉共励会での上位入賞を目指す。
令和４年度で事業終了

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名 農林水産部長　　八幡　洋一
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
本事業は事業開始から10年以上が経過し、肥育農家の経営安定並びに生産農家における肥育素牛の販売促進及
び優良肥育素牛の改良増殖の促進に一定の成果があったと認められることから、本事業は廃止し新たな支援策
の検討を行う。

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01993 肥育素牛販売促進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,320              1,400                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,320              1,400                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,320              1,400                  0
計              1,320              1,400                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,400
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,400

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01994 降灰地域飼料作物確保対策事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 活動火山周辺地域防災営農対策事業実施要領

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
飼料作物は、桜島の爆発に伴う降灰の被害が甚大で収量、品質の低下が著しくまた収穫作業環境も悪く畜産経営が不安定となっている。このため
降灰による被害等を克服し、肉用牛生産基盤を確立するため飼料作物収穫調整用機械施設の整備を行い作業能率の向上と生産コスト低減を図るこ
とにより、飼料作物の生産性と品質向上に努め農業の経営安定を図る。
飼料作物収穫調整用機械の導入
国庫事業：国補助金５０％以内、県補助金(激甚地域２５％以内、一般地域１５％以内）
県単事業：激甚地域７５％以内、一般地域６５％以内

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業件数 件ア 2 0 0 0 0
補助金 千円イ 33,755 0 0 0 0

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

畜産農家（肉用牛・乳用牛） 畜産農家数（肉用牛繁殖・乳用牛）戸ア 410 401 0 401 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

自給飼料を増産する 事業に取り組む農家 件ア 2 0 0 0 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

国県の補助事業であるため、制度の改善の余地はないが、事業参加農家

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0との協議により導入機械の選定への助言や総事業費の適正化に努める。
県 支 出 金 千円 33,755 0 16,152 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 △16,152 22,239 0

事業費 千円 33,755 0 0 22,239 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

令和３年度は事業実施なし
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01994 降灰地域飼料作物確保対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
国県補助事業で市の上乗せ補助も無いため、事業参加の要望がある場

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
合は継続して取り組む。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
国県の補助事業であるため、制度の改善の余地はないが、事業参加農家との協議により導入機械の選定への助
言や総事業費の適正化に努める。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

事業要望農家との協議により導入機械の選定への助言や総事業費の適正化に努める。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01994 降灰地域飼料作物確保対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                 0                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金             16,152                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源            -16,152                  0                  0
計                  0                  0                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額           0
県支出金 活動火山周辺防災営農対策事業補助金補正予算       16,152           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0           0

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       16,152
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01995 肉用牛災害事故共助事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成22年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 肉用牛災害事故共助要領

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　子牛セリ市、育成牛せり市、各種共進会、品評会、実牛を伴った研修会、登録審査時における積み降ろし中及びそれを目的とした行為中の牛の
廃用、死亡事故及びかごしま中部共済組合の獣医師又はその指定獣医師が治療を必要と認めた場合、その損害に対する生産者の損失を軽減するた
めに災害事故共助金を支払う。
　共助金の負担割合　JAあいら70％、行政30％
　共助金の管理（事務局）：JAあいらの畜産部
　あいら中央家畜市場の子牛取扱頭数実績：R1年度　5,512頭（霧島市出荷分）　１頭当たり50円で予算計上
【事務の流れ】　事故発生→農家から事故報告→共助金交付申請→査定審査会（市職員も委員）→共助金の決定→ＪＡより市負担分の請求、支払
→ＪＡより対象農家への支払

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

共助金交付農家 戸ア 2 2 1 2 2
共助金交付金額 千円イ 120 276 84 280 280

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

畜産農家（肉用牛繁殖） 肉用牛農家(子取り用雌牛飼養農家）戸ア 399 390 381 380 370
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

事故による損失を軽減する 事業活用農家数／事故発生件数 戸ア 2 2 1 2 2
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

畜産農家に事故発生防止のための周知、啓発を行うことで事故発生を抑

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0制する。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 120 276 84 280 280

事業費 千円 120 276 84 280 280

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

事故発生件数　1件 本来、実績が無い方が良い事業であるが、事故が発生した農家の損害は
事故共助負担金　84,000円 非常に多大である。この事業によって損失補てんをする事で、農家の経

営の安定が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01995 肉用牛災害事故共助事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
JAが70％、行政が30％の負担割合で交付しており、継続して取り組む

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
畜産農家に事故発生防止のための周知、啓発を行うことで事故発生を抑制する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

畜産農家に事故発生防止のための周知、啓発を行うことで事故発生を抑制する。事故が発生した場合は、農家
の経営支援のため査定委員会で算定された負担金を速やかに支払う。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01995 肉用牛災害事故共助事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 84                280                280
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

                84                280                280計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 84                280                280
計                 84                280                280

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         276
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         276

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 01997 家畜疾病予防対策事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2322
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成22年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 なし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 なし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
平成22年度4月以降に宮崎県で発生した口蹄疫は、畜産業だけでなく全ての産業に大きな影響を及ぼしたことから、今後の防疫対策は、まずは各
畜産農家が口蹄疫だけでなく家畜の疾病に係る病原菌等を農場に侵入させない為の意識を高めるとともに、飼養衛生管理基準を遵守し実施するこ
とが必要である。通常、簡易な踏込み槽の設置や出入り口の消毒薬の散布は各農家で出来るが、動力噴霧器での畜舎消毒は器材や労力等を要する
ことより、小規模及び高齢農家にとっては、実施することが困難である。このようなことから、宮崎での口蹄疫の発生を教訓とし、農家への飼養
衛生管理基準の周知、徹底を行うため年１回市内全域の消毒作業を実施する。
・作業は技連会畜産部会（市、農協、共済組合）で実施。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

消毒実施戸数 戸ア 407 430 380 380 380
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

畜産農家 肉用牛、酪農、養豚農家戸数 戸ア 440 431 418 418 418
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

家畜疾病予防の意識を高める 家畜疾病が発生した農家数（市内）戸ア 0 0 0 0 0
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

畜舎消毒に使用する消毒薬の選定については、薬剤耐性を持つ病原体、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0病害虫の発生を防止し、効果を最大限に発揮させるため、同じ薬剤を続
けて使うことのないようにする。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 4,873 800 2,663 800 800

事業費 千円 4,873 800 2,663 800 800

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

一斉消毒の実施　各地区1回ずつ 畜舎等の一斉消毒を行い、自主防疫意識の向上を図った。
消毒実施農家数　380戸 万が一家畜疾病が発生した時にスムーズに使用できるように動力噴霧器
動力噴霧器　２台購入 を整備・点検した。
消石灰（高病原性鳥インフルエンザ侵入防止緊急対策事業）2,040袋 全国各地で高病原性鳥インフルエンザの発生を受け、緊急対策として市
消毒薬（高病原性鳥インフルエンザ侵入防止緊急対策事業）154本 内の全養鶏農家に石灰及び消毒薬配布し防疫対策の強化を指導した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務01997 家畜疾病予防対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
継続して事業を実施することにより、農家に家畜疾病予防対策の啓発

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
を行う。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
畜舎消毒に使用する消毒薬の選定については、薬剤耐性を持つ病原体、病害虫の発生を防止し、効果を最大限
に発揮させるため、同じ薬剤を続けて使うことのないようにする。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

継続して畜舎消毒を実施するとともに、農家に対して家畜疾病予防の啓発を行う。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務01997 家畜疾病予防対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              2,234                800                800

消 耗 品 費              2,234                800                800
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                429                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,663                800                800計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              2,663                800                800
計              2,663                800                800

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         800
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0       2,060
予算合計            0       2,860

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02000 第１２回全国和牛能力共進会推進事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）平成29年度 ～ 令和 4年度■
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 「第12回全国和牛能力共進会出品対策事業」実施要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
令和４年度に霧島市で開催される第１２回全国和牛能力共進会に出品するための候補牛を導入、保留する農家に対して補助金を交付する。
【対象条件】
　姶良中央家畜市場子牛せり市子牛品評会において、郡保留牛、高育種価候補牛育種産子推奨牛又は優等賞に選抜されたものであり、対象牛の父
牛が県が定める次世代の改良を担う種雄牛であること。

【算定基礎】
　補助金については、県から配分される頭数を補助対象頭数の上限とする。
　①優良繁殖雌牛については、父牛が県が別紙に定める次世代の改良を担う種雄牛の産子で１頭につき50,000円
　②肥育技術実証支援牛については、県内において供用実績のある種雄牛の産子で１頭につき25,000円

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

この事業による導入･保留頭数 頭ア 27 27 27 27 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

肉用牛農家 繁殖農家 戸ア 399 390 381 380 370
肉用牛農家 肥育農家 戸イ 10 10 10 10 10

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

優良牛を導入・保留する 優良牛を導入保留した繁殖農家 戸ア 15 22 0 0 0
肥育素牛を導入する 肥育素牛を導入した肥育農家 戸イ 1 1 0 0 0

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

県の定めた事業内容を農家へ周知し、優良牛の導入、保留を推進する。

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0肥育技術実証農家を選定する。
県 支 出 金 千円 1,225 1,225 1,200 1,225 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 0 25 0 0

事業費 千円 1,225 1,225 1,225 1,225 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

優良牛導入頭数 　22頭　補助金額　1,100千円 令和３年度は全共出品資格のある牛を対象とし、22頭を選抜し優良牛の
短期肥育実証試験導入頭数　5頭　補助金額　 125千円 確保に努めた。

肥育技術実証に取組む農家が導入した肥育素牛の中で5頭を選抜し、肥
育技術実証に取り組んだ。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02000 第１２回全国和牛能力共進会推進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
令和４年度までの県単独補助事業であるので継続して取り組む。

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
県の定めた事業内容を農家へ周知し、優良牛の導入、保留を推進する。肥育技術実証農家を選定する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和４年度で終了。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02000 第１２回全国和牛能力共進会推進事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,225              1,225                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,225              1,225                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金              1,200              1,225                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                 25                  0                  0
計              1,225              1,225                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,225
県支出金 全国和牛能力共進会出品対策事業補助金補正予算        1,200           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,225

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        1,200
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02019 地方卸売市場施設維持管理事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第１グループ

予
算
科
目

基本事業名 004 農林水産業の稼ぐ力の向上 内線番号 2314
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 07 地方卸売市場管理費  根拠法令・条例等 霧島市公設地方卸売市場の設置及び管理に関する条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　生鮮食料品等の取引の適正化並びにその生産及び流通の円滑化を図り、もって住民等の生活の安定に資するため、卸売市場法（昭和46年法律第
35号。）及び鹿児島県卸売市場条例（昭和46年鹿児島県条例第46号。）に基づき設置している霧島市地方公設卸売市場を適正に管理する。
　市場内修繕、市場施設管理（委託）
【市場の変遷】
　S60　1市5町（国分市・横川町・牧園町・霧島町・隼人町・福山町）の負担により、姶良東部公設地方卸売が設立
　H17 市町村合併により、霧島市直轄の市場となり、本事業で維持管理を行っている。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市場取扱数量（国分大同青果株式会社定時株主総会資料） ｔア 5,536 6,600 5,236 6,600 6,600
市場売上（国分大同青果株式会社定時株主総会資料） 千円イ 1,248,901 1,200,000 1,199,357 1,200,000 1,200,000
市場取扱数量（国分大同青果株式会社定時株主総会資料） ｔウ 5,336 6,600 5,236 6,600 6,600

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市場へ農産物を出荷される方 市場に出荷した市内の農家�（大同青果買掛
金管理表） 人ア 142 180 144 180 180

市場で農産物を購入される方 買受人�（大同青果株主総会資料）人イ 104 110 99 110 110
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

安定的に農産物を出荷する 市内農家の売上額�（大同青果買掛金管理表
） 千円ア 116,446 150,000 0 150,000 150,000

安定的に農産物を購入する 買受人の買上額�（大同青果買受人別売上管理月報）
＊３月分月報の総合計欄における「税込当年買上額」千円イ 1,137,675 1,200,000 1,199,387 1,200,000 1,200,000

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　大消費地等におけるマーケットのニーズに的確に応えられる競争力のある産地の育成・強化、GAP（農業生産工程管理）の取組や認証取得の拡
大を推進し、農林水産物の更なるブランド力向上を図ります。
　また、地産地消及び地産外消を推進するとともに、農林水産物の付加価値を高めるため、農商工や産官学の連携により、消費者ニーズを捉えた
新産品の研究・開発などを進め、6次産業化に取り組む農林水産業者を支援します。
　さらに、効果的なPRにより消費者の認知度や信頼度を高め、農林水産業の稼ぐ力の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

卸売市場の維持管理については、施設の老朽化により市場関係者からは

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0部品の交換や修繕箇所などの要望があり、市の財政負担が大きいところ
である。令和２年度も卸売場における屋根明り取りの修繕や卸売場内照 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0明器具の取替修繕、場内の側溝蓋の布設替えなど多くの改修作業を行っ
た。令和３年度は国分青果食品協同組合側における建物屋根の改修工事 地 方 債 千円 0 0 0 0 0に入る予定。

そ の 他 千円 2,816 0 1,713 2,852 2,852
一 般 財 源 千円 0 18,393 14,770 0 0

事業費 千円 2,816 18,393 16,483 2,852 2,852

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

○市場内修繕 市場施設の適正な管理ができ、農産物の搬入・買受に支障なく運営がで
（内訳）屋内トイレ水栓修繕、雨トイ土砂撤去修繕、ボイラー室ドアノ きた。
ブ修繕、冷蔵庫（クーラーのモーター）修繕
○建物保険料
〇手数料
（内訳）消防ホ－ス耐圧試験手数料
〇工事請負費
（内訳）関連商品売場棟の屋根改修工事
○市場施設管理委託
（内訳）自家用電気工作物保安管理、消防用設備点検、植栽撤去・埋戻
作業、冷蔵庫点検
〇負担金補助及び交付金
（内訳）電話線引込み口の位置変更工事負担金
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02019 地方卸売市場施設維持管理事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
公設地方卸売市場は、地域における農産物の供給基地のひとつとして

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
安心安全な農産物を消費者へ供給する役割を担っていることからその
維持管理は引き続き行っていくことが妥当であると思われる。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
卸売市場の維持管理については、施設の老朽化により市場関係者からは部品の交換や修繕箇所などの要望があ
り、市の財政負担が大きいところである。令和３年度も卸売業者の事務所におけるトイレの水詮修繕や農産物
を保管する冷蔵庫のファンモーター修繕、国分青果食品協同組合側における建物屋根の改修工事など多くの修
繕を行った。（２）令和 4年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

引き続き、卸売市場の運営に支障がないよう維持管理に努めていく。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02019 地方卸売市場施設維持管理事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                510              1,415              1,415

消 耗 品 費                 42                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                468              1,415              1,415
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 79                 70                 70
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                 11                  0                  0
保 険 料                 68                 70                 70

１３ 委 託 料                752              1,367              1,367
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費             15,125                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                 17                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            16,483              2,852              2,852計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他              1,713              2,852              2,852

一 般 財 源             14,770                  0                  0
計             16,483              2,852              2,852

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      18,393
その他 市場使用料補正予算        1,713      -1,875

補正第１７号            0      -1,875
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      16,518

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計        1,713
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02081 環境保全型農業直接支援対策事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政２グループ

予
算
科
目

基本事業名 004 農林水産業の稼ぐ力の向上 内線番号 2342
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成27年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者団体等に対して支援を行う交付金制度である。
（ 支援対象者 ）販売することを目的に生産を行っており、かつ、国際水準ＧＡＰを実施している者が構成する農業者団体等。
（支援対象取組）化学肥料・化学合成農薬の使用を都道府県の慣行レベルから原則５割以上低減する取組と合わせて行う次の取組。
　　　　　　　　①有機農業 ②堆肥の施用 ③カバークロップ ④リビングマルチ ⑤草生栽培 ⑥不耕起播種 ⑦長期中干し ⑧秋耕
（　支援単価　）800～14,000円/10a
　　　　　　　　※負担割合＝国：県：市＝２：１：１
（　実施期間　）平成27年度から令和元年度までの５年間（第１期）
　　　　　　　　令和２年度から令和６年度までの５年間（第２期）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

申請件数 件ア 38 50 39 50 50
申請面積 aイ 21,755 21,862 22,732 23,000 24,000
助成金額 円ウ 24,003 27,308 25,157 27,908 29,709

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
国際水準の有機農業を実施する農業者有機農業に取り組む支援対象農業者件ア 36 38 36 40 42

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

国際水準の有機農業を行う 有機農業の取組面積 aア 20,888 21,862 20,992 22,000 23,000
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　大消費地等におけるマーケットのニーズに的確に応えられる競争力のある産地の育成・強化、GAP（農業生産工程管理）の取組や認証取得の拡
大を推進し、農林水産物の更なるブランド力向上を図ります。
　また、地産地消及び地産外消を推進するとともに、農林水産物の付加価値を高めるため、農商工や産官学の連携により、消費者ニーズを捉えた
新産品の研究・開発などを進め、6次産業化に取り組む農林水産業者を支援します。
　さらに、効果的なPRにより消費者の認知度や信頼度を高め、農林水産業の稼ぐ力の向上を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　本事業は国庫事業であるため，市や県の裁量による事業の変更は困難

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0であるが，国の施策や要綱・要領に基づき確実に実施する。
県 支 出 金 千円 18,087 20,506 18,967 20,796 22,382
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 6,002 6,802 6,291 6,901 7,428

事業費 千円 24,089 27,308 25,258 27,697 29,810

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

申請件数：39件（1団体） 環境に配慮し、安心・安全な農作物の供給が図られた。また、平成２７
取組面積：22,732a（有機農業＋堆肥施用＋カバークロップ） 年度に設立した霧島市環境保全型農業協議会において会員への事業周知
補助金交付額：25,157,000円 を行うことで、会員相互の情報交換や環境保全型農業の推進が図られた
　　　うち国→12,578,500円 。
　　　うち県→ 6,289,250円
　　　うち市→ 6,289,250円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02081 環境保全型農業直接支援対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
有機農業を初めとする環境に配慮した農業生産活動は，有機農産物等

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
に対する消費者の意識の高まりを受けて，維持が必要である。
　本事業は国の事業であり，その予算の範囲内で交付額の上限が設定

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 されているため事業費を削減することは困難であり，交付金交付事務
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 に大きな変動がない限りは縮小等を行う必要はない。

　農業者が本事業を実施するに当たっては，一定の取組及び認証の取
得等が必要であるため，その公平性は保たれている。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　本事業は国庫事業であるため，市や県の裁量による事業の変更は困難であるが，国の施策や要綱・要領に基
づき確実に実施する。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と，それに合わせて行う地球温暖化防止や，生物多様
性保全に効果の高い営農活動に取り組む費用を継続的に支援することで，栽培意欲や技術の向上につながり，
さらに環境保全型農業の推進へと発展させる。
　事業周知にて，環境保全型農業の推進を図るため，市ＨＰや担い手協議会便り『架け橋』等を活用する。（３）令和 5年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 農林水産部事務事業 事務02081 環境保全型農業直接支援対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 86                 86                 86

消 耗 品 費                 66                 66                 66
燃 料 費                 20                 20                 20
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                 15                 15                 15
通 信 運 搬 費                 15                 15                 15
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             25,157             27,596             29,709
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            25,258             27,697             29,810計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金             18,967             20,796             22,382
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              6,291              6,901              7,428
計             25,258             27,697             29,810

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      27,308
県支出金 有機農産物の生産体制確立事業費補正予算          100      -1,336
県支出金 環境保全型農業直接支払交付金補正第１７号       18,867      -1,336

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      25,972

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       18,967
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02533 担い手経営発展等支援事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 農政第２グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2344
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成31年度期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 03 農業振興費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 ２次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
霧島市の中心経営体である認定農業者のうち国県補助事業の交付要件に該当しない中堅クラスの農家、次代の農業・農村を担う新規就農者に対し
、経営発展や、経営の安定・定着に必要な農業用機械・施設導入等の資金支援を行う。

交付対象者※補助上限額　300万円
（１）後継者支援型（事業費の1/2以内）　　　　　　（２）担い手支援型（事業費の1/3以内）
　　①55歳以下の認定農業者・認定新規就農者　　　　　　①後継者支援型の対象にならない認定農業者
　　②55歳以下の後継者がいる認定農業者　　　　　　　　②５年以内に認定農業者になる農業者
　　③農業法人

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

応募者数 戸ア 24 30 27 40 30
申請者数 戸イ 18 20 15 30 20
補助金額 千円ウ 23,783 24,000 23,837 40,000 24,000

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

認定農業者 認定農業者数 戸ア 261 275 261 275 275
認定新規就農者 認定新規就農者数 戸イ 20 20 20 20 20

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

担い手の育成・確保 認定農業者 戸ア 261 275 261 275 275
担い手の育成・確保 認定新規就農者 戸イ 20 20 20 20 20

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

霧島市の中堅以下の担い手の規模拡大や作業の効率化等の経営発展、経

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0営基盤の強化に繋がった。本事業をさらに有効活用できるよう、事業周
知の徹底、関係機関との連携強化を図り、担い手の確保、育成、所得向 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0上に努める。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 23,783 24,000 23,837 40,000 24,000
一 般 財 源 千円 0 0 △1,500 0 0

事業費 千円 23,783 24,000 22,337 40,000 24,000

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

【事業採択者数】15名（うち11件耕種部門　うち4件畜産部門） 本事業で導入した機械、施設により、担い手の経営発展、作業の効率化
【補助金】 が図られ経営基盤の強化につながった。また、家族経営協定締結の促進
耕種部門　17,837,000円 にも繋がった。
畜産部門　 6,000,000円 令和３年度においては、茶・露地野菜・水稲農家の機械や倉庫の導入を
　　　計　23,837,000円 行った。畜産部門においては子牛育成牛舎とパドック付きドーム型牛舎

の整備を行った。

IP27P040



事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02533 担い手経営発展等支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ □向上する余地はかなりある 影響がある

■ ■向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
霧島市の中堅以下の担い手の規模拡大や作業の効率化等の経営発展、

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
経営基盤の強化に繋がった。本事業をさらに有効活用できるよう、事
業周知の徹底、関係機関との連携強化を図り、担い手の確保、育成、

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 所得向上に努める。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
霧島市の中堅以下の担い手の規模拡大や作業の効率化等の経営発展、経営基盤の強化に繋げる。本事業をさら
に有効活用できるよう、事業周知の徹底、関係機関との連携強化を図り、担い手の確保、育成、所得向上に努
める。過年度のアンケート結果や令和４年度の申請状況を踏まえ令和５年度当初予算要求に反映させる。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和５年度も現行の制度を基本にしながら生産者が作業の効率化、規模拡大等に寄与する農業機械や施設を導
入しようとする際に費用の一部を補助する。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名 農林水産部長　　八幡　洋一
拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
過去の事業採択釈者へのアンケート結果からも、本事業によって生産性・効率性の向上が図られ、農業経営の
安定に寄与していることが把握できている。現在、事業要望が多く採択を大きく上回る状況であり、合わせて
、認定農業者等に限らず一定規模の耕作面積を有する農業者へも支援を拡充するため、必要な予算の確保を図
る。（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02533 担い手経営発展等支援事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             22,337             40,000             24,000
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            22,337             40,000             24,000計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他             23,837             40,000             24,000

一 般 財 源             -1,500                  0                  0
計             22,337             40,000             24,000

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      24,000
その他 ふるさときばいやんせ基金繰入金補正予算       23,837           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      24,000

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計       23,837
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令和 4年度 事務事業振返りシート （令和 3年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 農林水産部事務事業 02543 第１２回全国和牛能力共進会対策事業事務事業名番号 担当課 農政畜産課
政策名 001 にぎわい（産業の活力があふれ、交流と賑わいが生まれるまちづくり） 担当課長 鎌田　順一
施策名 003 活力ある農・林・水産業の振興 グループ 畜産グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 農林水産業の担い手の育成・確保 内線番号 2321
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 06 農林水産業費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 農業費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）平成31年度 ～ 令和 4年度■
目 04 畜産業費  根拠法令・条例等 霧島市第12回全国和牛能力共進会出品牛造成事業補助金交付要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
令和４年度に霧島市で開催される第１２回全国和牛能力共進会に出品するため、協力する農業者に対して補助金を交付する

交付対象者は、市税の滞納がない者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。
(1)　雌子牛(子牛セリ市前子牛品評会において全共推奨牛に選抜されたものに限る。)を全共候補牛として導入又は保留した者
(2)　雄子牛(姶良和牛育種組合の計画交配により産まれたものに限る。)を全共候補牛として導入又は保留した者
(3)　指定交配により産まれた子牛を子牛セリ市に上場し、当該子牛に係るセリ市価格がセリ市における平均価格(雌牛又は去勢牛の区分ごとに当
該セリ市価格に係る実績を平均した価格をいう。以下同じ。)を下回った者
(4)　指定交配により産まれた子牛を肥育素牛として導入した者
※全共出品のため集合調査会に出品した牛に対して補助金を交付

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

この事業による導入・保留頭数（総合評価群） 頭ア 0 91 2 0 0
この事業による導入・保留頭数 頭イ 2 13 3 5 0
計画交配に協力した農家への支援 頭ウ 0 76 12 0 0

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

肉用牛農家 肉用牛繁殖農家数 戸ア 399 390 381 380 370
肉用牛農家 肉用牛肥育農家数 戸イ 10 10 10 10 10

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

全共推奨牛を導入・保留する 全共推奨牛を導入・保留した農家数頭ア 2 13 5 2 0
総合評価群区の出品に協力する総合評価群区の子牛の出荷頭数 頭イ 0 91 199 0 0

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　農業については、関係機関との連携により、担い手の経営改善の支援や経営基盤の強化、農地の集積・集約化、経営所得安定対策等を推進する
とともに、新規就農者への支援を強化します。
　林業については、福利厚生の充実、技術・技能の向上及び労働安全衛生の充実を図るため、継続的な支援を行うとともに、林業事業体と連携し
て新規就業者の確保・育成に取り組みます。
　水産業については、就業者の所得向上や雇用管理体制の充実を図り、持続可能な水産業経営の基盤となる人材育成や新規就業者の確保に取り組
みます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 2年度 3年度 4年度 5年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画令和 3年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

若雄区、若雌区、高等登録群区、総合評価群区（種牛区・肉牛区）への

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0取り組みに対して補助金を交付する。また、巡回指導及び集合指導を実
施し、第12回全国和牛能力共進会出品に向けて取り組む。 県 支 出 金 千円 0 0 0 11,262 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 1,815 17,700 0 33,400 0
一 般 財 源 千円 0 0 8,829 67 0

事業費 千円 1,815 17,700 8,829 44,729 0

５５..令和 3年度の実績及び成果
（１）令和 3年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）令和 3年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

全共推奨牛導入・保留頭数：５頭　補助金額：1,000千円 全共の高等登録群区の孫娘牛・総合評価群区の候補牛を導入・保留する
計画交配牛平均以下：５頭　補助金額：209千円 ことにより、全共出品候補牛の確保に努めた。
計画交配牛肥育素牛導入：７頭　補助金額　350千円 専門指導員を確保することにより、全共候補牛への指導をおこなった。
専門指導員報償費：73日　1,095千円
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 農林水産部事務事業 事務02543 第１２回全国和牛能力共進会対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
令和４年度に本市で開催される第12回全国和牛能力共進会に出品する

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ために、継続して取り組む必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
若雌区への取り組みに対して補助金を交付する。また、巡回指導を実施し、第12回全国和牛能力共進会出品に
向けて取り組む。

（２）令和 4年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

令和５年度は事業なし。

（３）令和 5年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 農林水産部事務事業 事務02543 第１２回全国和牛能力共進会対策事業
番号 事業名 担当課 農政畜産課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 令和 3年度（決算） 令和 4年度（当初予算） 令和 5年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費              1,095                920                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                885                  0

消 耗 品 費                  0                885                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                275                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                275                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              7,459             42,924                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             8,829             44,729                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0             11,262                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0             33,400                  0

一 般 財 源              8,829                 67                  0
計              8,829             44,729                  0

令和 3年度 補正・流用状況 令和 3年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      17,700
補正予算            0        -585

補正第１７号            0        -585
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      17,115

           0令和 3年度当初予算には令和 2年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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